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（１）地方公会計制度導入の目的

　地方公共団体における予算・決算に係る会計制度（官庁会計）は、予算を議会による民主的統

制のもとに置き、予算の適正・確実な執行を図るという観点から、確定性、客観性、透明性に優

れた単式簿記による現金主義会計を採用しています。

　しかし、単式簿記による現金主義会計では、ストック情報（資産・負債）や現金支出を伴わな

い減価償却費、退職手当引当金等といったコスト情報を把握できない側面があります。

　財政の透明性を高め、説明責任をより適切に図る観点から、これらの情報を把握することが必

要であるため、その補完として複式簿記による発生主義会計の導入が重要となっています。

　地方公会計の整備については、平成18年に基準モデル及び総務省方式改定モデルが総務省から

示されましたが、財務書類の作成方法が複数存在することにより地方公共団体間での比較が難し

いことや、簡便な作成方式が多く採用され、公共施設等のマネジメントにも活用可能な固定資産

台帳の整備が十分でないなど課題がありました。

　こうした状況の中、総務省において、平成27年1月に「統一的な基準による地方公会計マニュア

ル」が公表され、当該基準による財務書類等を平成29年度までに全ての地方公共団体において作

成するよう要請されました。

　本市では、この要請を受け、平成29年度決算から「統一的な基準による地方公会計制度」に基

づき財務書類等を作成し、公表しております。

■地方公会計の役割

○「発生主義・複式簿記」といった企業会計的要素を取り込むことにより、資産・負債

　などのストック情報を把握できる。

○現金主義の会計制度では見えにくいコストを把握し、自治体の財政状況をわかりやすく

　開示できる。

○資産・債務の適正管理や有効活用といった、中・長期的な視点に立った自治体経営の

　強化が可能になる。

（２）官庁会計と地方公会計制度の違い

　地方公共団体の会計は、単式簿記・現金主義によるもので、「現金」という１つの科目の収支

のみを記録するものですが、一方、地方公会計制度による財務書類では、現金の収支に関わらず、

１つの取引について、それを原因と結果の両方からとらえ、二面的に記録することにより、資産

地方公会計の概要1
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の動きや行政サービスの提供に必要なコストを把握することができるようになります。

（３）民間の企業会計と地方公会計の違い

　地方公会計制度は、民間企業の会計手法を取り入れたものですが、地方公共団体と民間企業と

は会計制度の目的が異なります。

　民間企業の目的は利益獲得であるため、例えば損益計算書は、対応する収益と費用を差し引い

て適切に期間損益を計算し、企業経営に資することを目的としています。これに対し、地方公共

団体は利益獲得を目的としておりませんので、経常費用と経常収益の差引で表される純経常行政

コストは、利益の概念ではなく、地方税や地方交付税などの一般財源や資産の売却などで賄うべ

きコストを示すことになります。
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（１）財務書類の概要

　統一的な基準による財務書類は、「貸借対照表」、「行政コスト計算書」、「純資産変動計算

書」及び「資金収支計算書」の４表としていますが、概要は次のとおりです。

（２）財務書類４表の相互関係

　上記の財務書類４表の相互関係を示すと以下のとおりとなります。

統一的な基準による財務書類の概要2

基準日時点における財政状態（資産・負債・純資産の残

高及び内訳）を表示したもの

一会計期間中の費用・収益の取引高を表示したもの（現

金収支を伴わない減価償却費等も費用として計上）

一会計期間中の純資産（及びその内部構成）の変動を表

示したもの

一会計期間中の現金の受払いを３つの区分（業務活動収

支、投資活動収支及び財務活動収支）で表示したもの

貸借対照表

（BS：Balance Sheet）

純資産変動計算書

（NW：Net Worth statement）

書類名称（略称）

行政コスト計算書

（PL：Profit and Loss statement）

資金収支計算書

（CF：Cash Flow statement）

説　　明

①　貸借対照表の資産のうち「現金預金」の金額は、資金収支計算書の本年度末資金残高に

　本年度末歳計外現金残高を足したものと一致します。

②　貸借対照表の「純資産合計」は、資産合計と負債合計の差額として計算されますが、

　これは純資産変動計算書の本年度末純資産残高と一致します。

③　行政コスト計算書の「純行政コスト」の金額は、純資産変動計算書に記載されます。

資産 負債 前年度末純資産残高

純資産変動計算書貸借対照表 資金収支計算書行政コスト計算書

経常費用 業務活動収支

純行政コスト

財源

固定資産等の変動

投資活動収支

財務活動収支

前年度末資金残高

経常収益

臨時損失

臨時利益

③

①

本年度末純資産残高純資産

＋ 本年度末歳計外現金残高

②

本年度末資金残高純行政コスト

うち

現金

預金
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（１）財務書類の対象となる会計等の範囲

　財務書類は、次のとおり「一般会計等」、「全体」、「連結」別に作成しています。

■財務書類の種類

①　一般会計等財務書類は、一般会計、国有林野払受費特別会計及び教育財産特別会計を

　対象に作成しています。

②　全体財務書類は、原則、本市の全ての会計を対象に作成するものですが、以下の会計

　については対象外としています。

・財産区（小田川財産区特別会計、大屋財産区特別会計及び樋ヶ沢財産区特別会計）に

　ついては、市町村等に財産を帰属させられない経緯から設けられた制度であることか

　ら、対象外としています。

③　連結財務書類は、上記の全体財務書類に、一部事務組合・広域連合、地方公社、第三

　セクター等の関連団体を連結してひとつの行政サービス実施主体とみなし作成していま

　す。

財務書類の基本事項

作成する財務書類

国民健康保険特別会計

対象となる会計・団体

一般会計

国有林野払受費特別会計

教育財産特別会計

区　　分

水道事業会計

一部事務組合・広域連合

地方公社

第三セクター等

福島県後期高齢者医療広域連合

一般会計

特別会計

一般社団法人産業サポート白河

下水道事業会計(※令和2年度より）

福島県市町村総合事務組合

福島県市民交通災害共済組合

土地造成事業特別会計

白河地方広域市町村圏整備組合

白河地方土地開発公社

公益財団法人白河観光物産協会

株式会社ひがし振興公社

一般会計等

公営事業会計

うち公営企業会計

後期高齢者医療特別会計

介護保険特別会計

地方卸売市場特別会計

工業用水道事業会計

一

般

会

計

等

財

務

書

類

全

体

財

務

書

類

連

結

財

務

書

類

3
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（２）作成基準日

　作成基準日は、令和3年３月31日です。

　ただし、地方公共団体に設けられている出納整理期間（令和3年４月１日から令和３年５月31

日まで）における収支は作成基準日までに終了したものとして整理しています。

（３）表示単位

　金額は百万円単位で表示しています。表示単位未満を四捨五入して表示しているため、合計金

額が一致しない場合があります。

　また、単位未満の係数がある場合は「０」を表示し、係数がない場合は「－」を表示していま

す。
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（１）貸借対照表

　貸借対照表は、基準日時点における財政状態（資産・負債・純資産の残高及び内訳）を表示し

たものです。

■貸借対照表（BS）の概略図

①資産

　本市がこれまでに住民サービスの提供のために形成し、今後も住民サービスの提供の

ために利用される財産。学校、道路などの将来へ引継ぐ社会資本や基金など将来現金化

が可能な財産が計上されます。

②負債

　地方債や退職手当引当金などの将来世代の負担となるもの。財産形成に係る財源が地

方債等であれば負債に計上されます。

③純資産

　現在までの税収、国・県が負担した返済する必要がない財源。財産形成に係る財源が

税収や国・県の補助金等であれば純資産に計上されます。

財務書類の概要

（償還予定が１年超のもの）

国や金融機関からの借入金

財政調整基金など

固

定

資

産

流

動

資

産

基金
資産から負債を差し引いた正味財産

道路、水路、公園、橋りょう、

退職手当引当金

年度末に全職員が退職すると仮定

した場合に必要な退職手当額

インフラ資産

負担分

③純資産（現世代までの負担）

賞与等引当金

翌年度支払予定賞与等の当該年度

現金預金

現金及び預金、歳計外現金

物品

固

定

負

債

50万円以上の物品（事務用機器、

投資その他の資産

基金、有価証券、出資金など

１年内償還予定地方債

国や金融機関からの借入金

（翌年度償還予定のもの）

流

動

負

債

河川など

車両など）

①資産（これまでに形成した資産） ②負債（将来世代の負担）

事業用資産

庁舎、学校、保育園、体育館、

市営住宅、集会所など

地方債

4
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（２）行政コスト計算書

　行政コスト計算書は、１年間の行政運営コストのうち、福祉サービスやごみの収集に係る経費

など、資産の形成に繋がらない行政コストを業務費用（人件費、物件費等、その他の業務費用）、

移転費用（補助金等、社会保障給付、他会計への繰出金等など）に区分して表示しています。

　行政コスト計算書は、企業会計でいう損益計算書にあたるものです。ただし、公会計でいう行

政コスト計算書は、損益を見ることが目的ではなく、住民が受ける行政サービスのコスト（原価）

計算に重点が置かれています。

　例えば、官庁会計の歳入歳出決算書では、資産形成に関わる支出も単年度の行政サービスに関

わる支出も、すべてその年度の歳入歳出を対象として収支を計算します。

　一方で、地方公会計では、普通建設事業費や地方債償還費は資産・負債の増加や減少であり、

費用の発生ではないので、行政コスト計算書には計上されません。

　また、歳入歳出決算書では計上されない減価償却費や退職手当引当金繰入等は、地方公会計で

は、期間損益の観点から、費用の発生として行政コスト計算書に計上されます。

　経常費用を経常収益から差引いた純経常行政コストは、行政サービスの提供にかかったコスト

から利用者の負担を差引いた純粋なコストを示します。

■行政コスト計算書（PL）の概略図

※平成29年度決算の財務書類では純経常行政コスト及び純行政コストを「△」で表示しており

　ましたが、統一的な基準による地方公会計マニュアルの改正により平成30年度決算から「△」

　を削除して表示しております。

　① 経常費用（通常の行政活動に伴い発生した費用）

　人件費、物件費等、その他の業務費用

　補助金等、社会保障給付、他会計への繰出金など

　使用料及び手数料など

　災害復旧事業費、資産除売却損など

　資産売却益など

純行政コスト（③＋④－⑤）

③純経常行政コスト（①－②）

　② 経常収益（通常の行政活動による収入）

移転費用

業務費用

　④ 臨時損失

　⑤ 臨時利益
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（３）純資産変動計算書

　純資産変動計算書は、地方公会計制度では純資産の変動を示すものと定義しています。純資産

の変動とは、政策形成上の意思決定または、その他の事象による純資産及びその内部構成の変動

としています。

　純資産の減少は、現役世代が将来世代にとっても利用可能であった資源を費消して便益を享受

する一方で、将来世代にその分の負担が先送りされたことを意味します。逆に純資産の増加は、

現役世代が自らの負担によって将来世代も利用可能な資源を蓄積し、その分将来世代の負担が軽

減されたことを意味します。

■純資産変動計算書（NW）の概略図

　純資産は、「固定資産等形成分」と「余剰分（不足分）」に区分して表示されます。

① 固定資産等形成分

　資産形成のために充当した資産の蓄積をいいます。原則として金銭以外の形態（固

定資産等）で保有されます。

　固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金等を加えた額となります。

【固定資産等の変動】

　当該年度に学校、道路などの社会資本を取得した額と過去に取得した社会資本の

経年劣化等に伴う減少額を表します。

　また、基金、貸付金、出資金など長期金融資産の当該年度における増減を表しま

す。

【資産評価差額】

　有価証券等の評価差額を表します。

【無償所管換等】

　無償で譲渡または取得した固定資産の評価額等を表します。

② 余剰分（不足分）

　本市が消費可能な資源の蓄積をいいます。原則として金銭の形態で保有されます。

マイナスになることが多く、この場合、基準日時点における将来の金銭必要額を示し

　財源

　純行政コスト

　前年度末純資産残高

　本年度末純資産残高
　（当該年度「貸借対照表（BS）」の純資産の合計額と一致）

　当該年度末時点の純資産残高

　固定資産の増減、貸付金・基金等の増減など

　地方税、地方交付税、国庫支出金、県支出金など

　「行政コスト計算書（PL)」より算出

　前年度末時点の純資産残高

期

中

の

変

動 　固定資産等の変動
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ています。

　流動資産（短期貸付金及び基金等を除く）から負債を控除した額となります。

【純行政コスト】

　行政コスト計算書（PL)の純行政コストと一致します。

【財源】

　財源をどのような収入（税収等、国県等補助金）で調達したかを表します。

（４）資金収支計算書

　資金収支計算書は、地方公会計制度では、資金収支の状態を見るものと定義しています。資金

収支の状態とは、地方公共団体の内部者（首長、議会、補助機関等）の活動による資金の期中取

引高を意味します。資金収支の状態は、地方公共団体の資金利用状況及び資金獲得能力を評価す

る上で有用な財務情報としています。

　資金の収支は、「業務活動収支」、「投資活動収支」、「財務活動収支」という性質の異なる

３つの活動に分けて示す表で、会計年度における活動ごとの現金収支を見ることができます。

■資金収支計算書（CF）の概略図

財務活動支出

　業務活動収支（経常的な行政サービスを提供するための支出及び収入）

　臨時にあった収入

　災害復旧事業費など

　税収、補助金収入、使用料及び手数料など

臨時支出

臨時収入

　補助金収入、基金取崩、貸付金回収など

業務支出 　人件費、旅費、需用費、補助金、扶助費など

　財務活動収支（公債、借入金などの支出及び収入など）

　地方債発行など

　地方債償還など

　公共事業や施設設置、基金積立、貸付金など

財務活動収入

業務収入

　投資活動収支（学校、道路、公園などの資産形成や投資、基金などの支出及び収入など）

投資活動支出

投資活動収入
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（１）一般会計等貸借対照表

　これまでに本市では、一般会計等ベースで135,829百万円の資産を形成しています。そのうち

純資産である93,833百万円については、現在までの世代や国・県の負担で既に支払いが済んでお

り、負債である41,996百万円については、将来の世代が負担していくことになります。

■資産の構成割合

　貸借対照表から、市民ニーズに応じた行政需要によりどのような資産が構成されたのかを計

るとともに、本市の資産形成の特徴が把握可能となります。

　本市の資産の構成を見ると、庁舎や学校などの事業用資産が46.2％、道路や水路などのイン

フラ資産が41.7％となっています。

　事業用資産とインフラ資産の比率が同水準に近いと、市が特定の事業に偏らずにバランスよ

く発展してきたものと想定されます。本市の場合、ほぼ同水準であるため、これまでバランス

よく投資を行ってきたことが分かります。

一般会計等財務書類

（単位：百万円）

（　）は前年度との比較

将来世代

の負担

純資産

93,833

（△624）

負債

41,996

（1,343）

資産

135,829

（719） 現在世代まで

の負担

これまでに

形成した資

産

5

（単位：百万円）

【資産】

固定資産

有形固定資産

事業用資産

インフラ資産

物品

無形固定資産

投資その他の資産

流動資産

資産合計に

100.0%

5.3%

6.6%

0.0%

0.2%

41.7%

46.2%

88.1%

94.7%

対する割合

62,741

56,595

338

16

金　額

128,687

119,674

8,997

7,142

資産合計 135,829

科　目
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（3）純資産変動計算書■経年比較

　一般会計等貸借対照表を令和元年度決算と比較すると、資産は719百万円増加、負債は1,343

百万円増加、純資産は624百万円減少しました。資産の内訳は、有形固定資産の事業用資産が、

1,805百万円増加、インフラ資産が836百万円減少、投資その他の資産が1,056百万円減少し、固

定資産全体では37百万円減少しました。流動資産は756百万円増加しました。負債の内訳は、固

定負債の地方債が2,179百万円増加し、流動負債の1年内償還予定地方債が744百万円減少しまし

た。

（２）一般会計等行政コスト計算書

　本市では、行政サービスを提供するための職員の人

件費や施設の維持にかかる経費、児童手当や生活保護

費、他会計への繰出金などを合わせた経常費用が32,619

百万円、行政サービスを受けた方からの収入である経

常収益が711百万円となり、純経常行政コストは31,908

百万円となりました。さらに、災害復旧事業費等の臨

時損失、資産売却益等の臨時利益を加味した純行政コ

ストは35,012百万円となりました。

（単位：百万円）

【資産】 【負債】

固定資産 固定負債

有形固定資産 地方債

事業用資産 退職手当引当金

インフラ資産 損失補償等引当金

物品 流動負債

無形固定資産

投資その他の資産 未払金

流動資産 賞与等引当金

現金預金 預り金

未収金

短期貸付金

基金 【純資産】

徴収不能引当金

△ 255

科　目

135,110 719

1 93,83394,457

651 330

40,653 1,343

4,5373,844 693

41,9965265 △ 13

△ 4

756 327312 15

626655

135,829135,110 719

△ 624

②① ②－①

令和元年度 令和2年度 増減額

②

38,208

△ 7 2,834

－

3,4953,569

△ 37

58 3,7884,549

3,578

34,71432,535

増減額

2,179

0△ 1

1,027

△ 74

－

△ 761

△ 744

△ 1,056 15

△ 29

981

135,829

36,104

△ 836 －

62,741

7,142

1,573

56,595

① ②－①

2,104

6,386

1,828

128,724

10,053

118,647

60,936

57,431

280

23

1,805

令和2年度

338

16

128,687

119,674

科　目
令和元年度

8,997

１年内償還予定地方債

純資産合計

資産合計 負債及び純資産合計

負債合計

（単位：百万円）

経常費用

業務費用

人件費

物件費等

その他の業務費用

移転費用

補助金等

社会保障給付

他会計への繰出金

その他

経常収益

使用料及び手数料

その他

純経常行政コスト

臨時損失

臨時利益

純行政コスト

283

521

17,888

12,270

3,893

1,722

4

4,840

金　額

32,619

14,731

35,012

科　目

9,370

711

428

31,908

3,104

0
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■経常費用の割合

　行政コストの経常費用の構成割合から、どのコストに重点的に費用が充てられているか、ま

た、どのようなことに使われているのかが分かります。

　本市の経常経費全体に対する業務費用の構成割合は45.2％となっており、その内訳は、人件

費が14.8％、物件費等が28.7％、その他の業務費用が1.6％となっています。

　地方公共団体は、多くの資産を有しているため、経常費用全体における減価償却費の割合も

高くなります。本市の経常費用に対する減価償却費の構成割合は、11.9％となっています。

　本市の経常経費全体に対する移転費用の構成割合は54.8％となっており、その内訳は、他団

体の一部運営経費などの補助金等が37.6％、扶助費である社会保障給付が11.9％、他会計への

負担金である繰出金が5.3％となっています。

　地方公共団体においては、行政サービスの提供の全てを一般会計等だけで行っているわけで

はなく、行政サービスの一端を担う団体への補助金や他事業（他会計）の負担、社会保障給付

も行う必要があり、この費用の割合も大きなものになっています。

■経年比較

　一般会計等行政コスト計算書を令和元年度決算と比較すると、経常費用は6,454百万円増加、

経常収益は133百万円増加し、純経常行政コストは6,321百万円増加しました。

　また、臨時損失は2,281百万円増加、臨時利益は14百万円減少し、純行政コストは8,617百万

（単位：百万円）

経常費用

業務費用

人件費

職員給与費

賞与等引当金繰入額

退職手当引当金繰入額

その他

物件費等

物件費

維持補修費

減価償却費

その他の業務費用

移転費用

補助金等

社会保障給付

他会計への繰出金

その他 0.0%

5.3%

11.9%

37.6%

54.8%

1.6%

11.9%

1.7%

15.1%

28.7%

2.0%

0.5%

1.0%

11.4%

14.8%

経常費用に
科　目

45.2%

100.0%

対する割合
金　額

32,619

4

1,722

14,731

4,840

3,707

327

9,370

4,931

563

3,877

159

647

521

17,888

12,270

3,893
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円増加しました。

（単位：百万円）

経常費用

業務費用

人件費

物件費等

その他の業務費用

移転費用

補助金等

社会保障給付

他会計への繰出金

その他

経常収益

使用料及び手数料

その他

純経常行政コスト

臨時損失

臨時利益

純行政コスト

3,893

521458 63

17,88811,737 6,151

35,01226,395 8,617

428292 136

31,90825,587 6,321

3,104823 2,281

3,944 △ 51

1,7223,183 △ 1,461

6,454

14,73114,428 303

4,8404,342 498

9,3709,628 △ 258

令和2年度令和元年度 増減額

②① ②ー①
科　目

－14 △14

46 △ 2

711578 133

283286 △ 3

12,2704,603 7,667

32,61926,165
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（３）一般会計等純資産変動計算書

　本市では、純行政コストが35,012百万円、税収等及び国県等補助金を合わせた財源が34,372百

万円となり、本年度差額は640百万円のマイナスとなりました。

　また、有価証券等の評価差額である資産評価差額及び無償で譲渡または取得した固定資産の評

価額等である無償所管換等を加味した、本年度純資産変動額は624百万円のマイナスとなりまし

た。結果、本年度末純資産残高は93,833百万円となりました。

　純資産残高の内訳は、固定資産等形成分が643百万円増加し133,276百万円に、余剰分（不足分）

は1,267百万円減少し、不足分が39,443百万円になりました。

■経年比較

　一般会計等純資産等変動計算

書を令和元年度決算と比較する

と、純行政コストが8,617百万円

減少し、財源は税収等及び国県

等補助金の増加により8,584百万円

増加しました。本年度差額は

33百万円減少し、本年度純資

変動額も22百万円減少しました。

（単位：百万円）

前年度末純資産残高

純行政コスト（△）

財源

税収等

国県等補助金

本年度差額

固定資産等の変動（内部変動）

有形固定資産等の増加

有形固定資産等の減少

貸付金・基金等の増加

貸付金・基金等の減少

資産評価差額

無償所管換等

本年度純資産変動額

本年度末純資産残高

（不足分）

余剰分

△ 38,176 132,633 94,457 

△ 35,012 △ 35,012 

△ 640 

科　目 合　計
等形成分

固定資産

4,530 △ 4,530 

△ 39,443 133,276 93,833 

△ 1,267 643 △ 624 

16 16 

0 0 

△ 4,154 4,154 

34,372 34,372 

18,416 18,416 

15,956 15,956 

△ 628 628 

△ 4,891 4,891 

3,887 △ 3,887 

△ 640 

（単位：百万円）

前年度末純資産残高

純行政コスト（△）

財源

税収等

国県等補助金

本年度差額

資産評価差額

無償所管換等

本年度純資産変動額

本年度末純資産残高

令和元年度 増減額

94,45795,059 △ 602

令和2年度

8,584

18,41618,830 △ 414

93,83394,457 △ 624

科　目
②① ②ー①

165 11

△ 624△ 602 △ 22

15,9566,958 8,998

△ 640△ 607 △ 33

00 0

△ 35,012△ 26,395 △ 8,617

34,37225,788
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（４）一般会計等資金収支計算書

　本市では、業務活動収支が1,832百万円のプラス、投資活動収支が3,494百万円のマイナス、財

務活動収支が1,436百万円のプラスとなり、本年度資金収支額は227百万円のマイナスとなりまし

た。結果、本年度末資金残高は、1,331百万円、歳計外現金の増減額28百万円の減額を加味した、

本年度末現金預金残高は1,573百万円となりました。

■経年比較

　一般会計等資金収支計算書を令和元年度決算と比較すると、業務活動収支は465百万円減少、

投資活動収支は2,129百万円減少、財務活動収支は2,158百万円増加し本年度資金収支額は437百

万円減少しました。

　業務活動収支では、国県等補助金収入が45百万円、税収等収入が482百万円それぞれ減少した

ことなどにより業務収入が390百万円減少しました。一方、物件費等支出が286百万円減少、補

助金等支出が7,667百万円増加したことなどにより、業務支出が6,250百万円増加しました。

　投資活動収支では、基金取崩収入が946百万円増加したことなどにより投資活動収入が1,212

百万円増加しました。また、公共施設等整備支出が1,462百万円増加したことなどにより投資活

動支出が3,341百万円増加しました。

（単位：百万円）

【業務活動収支】

業務支出

業務収入

臨時支出

臨時収入

業務活動収支

【投資活動収支】

投資活動支出

投資活動収入

投資活動収支

【財務活動収支】

財務活動支出

財務活動収入

財務活動収支

本年度資金収支額

前年度末資金残高

本年度末資金残高

3,595 

△ 3,494 

5,030 

8,712 

1,832 

8,892 

28,738 

270 

科　目

本年度末現金預金残高

本年度末歳計外現金残高

本年度歳計外現金増減額

前年度末歳計外現金残高

5,218 

24,766 

金　額

1,331 

1,557 

△ 227 

1,436 

3,088 

1,573 

242 

△ 28 
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　財務活動収支では、地方債発行収入が増加したことにより、財務活動収入が1,956百万円増

加しました。一方、地方債償還支出が減少したことにより、財務活動支出は201百万円減少し

ました。これらの増減により、財務活動収支は令和2年度にマイナスからプラスに転じました。

（単位：百万円）

【業務活動収支】

業務支出

業務費用支出

人件費支出

物件費等支出

支払利息支出

その他の支出

移転費用支出

補助金等支出

社会保障給付支出

他会計への繰出支出

その他の支出

業務収入

税収等収入

国県等補助金収入

使用料及び手数料収入

その他の収入

臨時支出

臨時収入

業務活動収支

【投資活動収支】

投資活動支出

公共施設等整備費支出

基金積立金支出

投資及び出資金支出

貸付金支出

投資活動収入

国県等補助金収入

基金取崩収入

貸付金元金回収収入

資産売却収入

投資活動収支

【財務活動収支】

財務活動支出

地方債償還支出

財務活動収入

地方債発行収入

財務活動収支

本年度資金収支額

前年度末資金残高

本年度末資金残高

前年度末歳計外現金残高

本年度歳計外現金増減額

本年度末歳計外現金残高

本年度末現金預金残高

科　目

4,900 

5,509 

238 

令和2年度令和元年度 差　額

②① ②－①

28,738 

10,850 

270 

3 

230 

3,974 

1,010 

△ 3,494 

3,595 

1,331 

1,557 

△ 227 

1,436 

5,030 

5,030 

3,595 

24,766 

4 

1,722 

3,893 

12,270 

17,888 

△ 201 

8,465 

△ 465 

3,341 

22,488 

10,751 

4,586 

5,795 

245 

125 

11,737 

4,603 

3,945 

3,183 

6 

25,156 

18,842 

5,737 

289 

287 

3,796 

427 

2,297 

5,371 

3,421 

1,750 

2 

197 

5,692 

18,360 

8,892 

3,088 

420 

293 

194 

－

3,634 

4,883 

8,712 

2,290 

4,006 

708 

3,028 

230 

39 

1,212 

302 

946 

0 

△ 36 

△ 3 

6,250 

99 

314 

△ 286 

△ 42 

113 

6,151 

7,667 

△ 52 

△ 1,461 

△ 2 

△ 390 

△ 482 

△ 45 

4 

△ 2,129 

798 

△ 1,365 

1,832 

5,218 

203 

37 

△ 66 

△ 28 

△ 255 

270 

1,828 1,573 

242 

1,462 

1,884 

△ 2 

133 

△ 201 

1,956 

1,956 

2,158 

△ 437 

210 

△ 226 

233 

38 

3,796 

3,074 

3,074 

△ 722 

210 

1,347 

1,557 

△ 28 
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　一般会計等貸借対照表と全体貸借対照表、連結貸借対照表を比較すると、以下のとおりとなり

ます。

　本市では、全体で191,240百万円、連結で202,530百万円の資産を形成しています。そのうち、

純資産合計額の、全体の103,403百万円、連結の110,302百万円については、現在までの世代や国

・県の負担で既に支払が済んでおり、負債合計額の、全体の87,837百万円、連結の92,228百万円

については、将来の世代が負担していくことになります。

（１）全体・連結貸借対照表

全体・連結財務書類

（単位：百万円）

【資産】 【負債】

固定資産 固定負債

有形固定資産 地方債等

事業用資産 長期未払金

インフラ資産 退職手当引当金

物品 損失補償等引当金

無形固定資産 その他

投資その他の資産 流動負債

流動資産

現金預金 未払金

未収金 未払費用

短期貸付金 前受金

基金 賞与等引当金

棚卸資産 預り金

その他 その他

徴収不能引当金

【純資産】

981

科　目

1,573

1,226

11,252

－

1

－

195

連　結

11

689

103,403

191,240 202,530 135,829

93,833

191,240

87,83741,996

181,434

科　目

106,906

64,761

56,595

62,741

202,530

110,302純資産合計

負債及び純資産合計135,829資産合計

171,023

－

119,674

128,687

一般会計等 全　体

175,347

185,320

106

3,350

17,210

8,040

4,590

52

57

5

72

19

104,675

62,999

－

－

82,260

全　体

－

34,714

38,208

2,834

－

－

3,495

3,788

51,396

一般会計等

10

225

86,381

連　結

4,339

5,577

3,564

92,228

52,282

395

1

698

13

0 負債合計

327

－

343

－

626

3,722

5

4,505

5,847

1,933

3,680

27,300

－

30,372

52

1,201

3,954

9,8067,142

0

－

－

4,537

52

4,537

0

338

10,305

１年内償還予定地方債

8,997

16

6
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（２）全体・連結行政コスト計算書

　一般会計等行政コスト計算書と全体行政コスト計算書、連結行政コスト計算書を比較すると、

以下のとおりとなります。

　本市では、全体で46,340百万円、連結で55,715百万円の経常費用が発生しています。

　また、行政サービスの利用に対する対価としての使用料及び手数料などの経常収益は、全体

で2,612百万円、連結で3,502百万円となりました。

　経常費用から経常収益を差引いた「純経常行政コスト」は、全体で43,728百万円、連結で

52,214百万円となり、これに臨時損失と臨時利益の差額を加えた「純行政コスト」は全体で

46,872百万円、連結で55,347百万円となりました。

（単位：百万円）

経常費用

業務費用

人件費

物件費等

その他の業務費用

移転費用

補助金等

社会保障給付

他会計への繰出金

その他

経常収益

使用料及び手数料

その他

純経常行政コスト

臨時損失

臨時利益

純行政コスト

一般会計等

14,731

32,619

全　体

18,659

46,340

21,310

55,715

連　結科　目

521

9,370

4,840

1,009

5,129

12,522

1,355

14,055

5,899

3,893

12,270

17,888

3,893

23,550

27,681 34,406

3,903

30,265

1,205

2,296

711

4

1,722 234

4

2,612 3,502

4

234

1,928

428

283

684

0

3,104

46,872

1

3,145

17

3,150

55,347

52,21443,72831,908

35,012
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（３）全体・連結純資産変動計算書

　一般会計等純資産変動計算書と全体純資産変動計算書、連結純資産変動計算書を比較すると、

以下のとおりとなります。

　本市では、本年度純資産変動額のとおり純資産が全体で74百万円減少し、連結では302百万円

増額となりました。その結果、本年度末純資産残高は、全体で103,403百万円、連結で110,302

百万円となりました。

（単位：百万円）

前年度末純資産残高

純行政コスト

財源

税収等

国県等補助金

本年度差額

資産評価差額

無償所管換等

その他

本年度純資産変動額

本年度末純資産残高

54,619

△ 35,012

15,956

94,457

△ 46,872

103,478

△ 55,347

109,999

28,691

25,92818,416

34,372

22,608

23,198

45,806

一般会計等 全体 連結

302

103,403

△ 74

16

0

△ 640

50

0

△ 1,066

0

△ 727

942

△ 624

－ 942

56

110,30293,833

科目

比例連結割合変更に伴う差額 32－ －
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（４）全体・連結資金収支計算書

　一般会計等資金収支計算書と全体資金収支計算書、連結資金収支計算書を比較すると、以下の

とおりとなります。

　本市では、業務活動収支が全体で2,663百万円のプラス、連結で3,301百万円のプラス、投資活

動収支が全体で3,114百万円のマイナス、連結で3,520百万円のマイナス、財務活動収支が全体で

496百万円のプラス、連結で449百万円のプラスとなりました。

　結果、本年度資金収支が全体で45百万円、連結で231百万円となり、本年度末資金残高は、全

体で3,712百万円、連結で11,007百万円となりました。

（単位：百万円）

業務支出

業務収入

臨時支出

臨時収入

業務活動収支

投資活動支出

投資活動収入

投資活動収支

財務活動支出

財務活動収入

財務活動収支

本年度資金収支

前年度末資金残高

本年度末資金残高

前年度末歳計外現金残高

本年度歳計外現金増減額

本年度末歳計外現金残高

本年度末現金預金残高

1,832

8,892

2,663

8,896

3,088

△ 3,520

5,268

10,399

6,879

3,0883,088

449

5,717

24,766

28,738

一般会計等

38,705

41,850

全　体

48,148

50,672

連　結

5,112

8,712

△ 3,494

3,595

5,218

△ 3,114

6,870

9,984

3,301

8,913

3,712

3,666

45

496

5,607

△ 227 231

10,766

11,007

274

1,331

1,557

242

△ 28

270

242

△ 28

270

－ － 10比例連結割合変更に伴う差額

科　目

△ 29

245

11,2521,573

1,436

5,030

3,954
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 財務指標による分析

　従来の決算統計に基づく財政指標や地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成19年法律

第94号）における健全化指標等に加え、財務書類のデータ等による指標を分析することにより、

本市の財政状況を多角的に捉えることが可能となります。主な指標は以下のとおりです。

　

■注記

　指標の算定方法について、統一的な基準による地方公会計マニュアルの改正及び総務省の調

査内容との整合性を図っております。

　比較のため旧年度の指標についても新たな算定方法により算定しております。

①住民一人当たりの指標

表示単位を百万円単位から万円単位に変更し、算出に用いる住民基本台帳人口を、当該年

度に属する1月1日現在の数値に変更しています。

②有形固定資産減価償却率

算定において、物品を非償却資産に含めます。

（１）主な指標

財務指標による分析

◆ 純資産比率

◆ 将来世代負担比率

財政に持続可能性があるか

（どのくらい借金があるか）

◆ 住民一人当たり負債額

◆ 基礎的財政収支

　　（プライマリーバランス）

◆ 債務償還可能年数（参考）

行政サービスは効率的に提供されているか
◆ 住民一人当たり行政コスト

◆ 性質別・行政目的別行政コスト

歳入はどのくらい税金等でまかなわれてい

るか

（受益者負担の水準はどうなっているか）

◆ 受益者負担の割合

住民等のニーズ 主な指標

将来世代に残る資産はどのくらいあるか

◆ 住民一人当たり資産額

◆ 有形固定資産の行政目的別割合

◆ 歳入額対資産比率

◆ 有形固定資産減価償却率

将来世代と現世代との負担の分担は適切か

分析の視点

資産の状況

資産と負債の比率

負債の状況

行政コストの状況

受益者負担の状況

7

（単位：人）

住民基本台帳人口

60,556

60,113

令和元年度（令和2年1月1日現在）

令和2年度（令和3年1月1日現在）
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③社会資本等形成の世代間負担比率（将来世代負担比率）

算定において、地方債残高は臨時財政対策債等の特例地方債を除いたものとします。

④基礎的財政収支（プライマリーバランス）

算定において、投資活動収支は基金積立支出及び基金取崩収入を除いたものとします。

⑤債務償還可能年数

算定式が改正され、参考指標に位置付けられました。

　資産の状況は、「将来世代に残る資産はどのくらいあるか」等を表しています。

■住民一人当たり資産額

　資産額を住民基本台帳人口で除して住民一人当たり資産額とすることにより、住民等にわか

りやすい情報になるとともに、他団体との比較が容易になります。

■有形固定資産の行政目的別割合

　有形固定資産の行政目的別（生活インフラ・国土保全、教育、福祉等）の割合を算出するこ

とにより、行政分野ごとの社会資本形成の比重を把握することができます。

（２）資産の状況

資産合計 ÷ 住民基本台帳人口

算定式
令和元年度

223.1 万円

250.6 万円

269.1 万円265.0 万円

令和2年度

226.0 万円

318.1 万円

336.9 万円

平成29年度 平成30年度

一般会計等 222.1 万円 223.5 万円

全体 248.9 万円 250.6 万円

連結 260.1 万円

222.1 223.5 223.1
226.0

200

210

220

230

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

住民一人当たり資産額（一般会計等）（万円）

生活インフラ・国土保全

教育

福祉

環境衛生

産業振興

消防

総務 9.6 ％

1.1 ％

5.7 ％

0.7 ％

令和元年度

51.0 ％

29.4 ％

2.5 ％

0.3 ％ 0.3

区分 平成29年度 平成30年度

51.9 ％ 51.5 ％

％

8.7 ％ 9.4 ％

1.0 ％ 1.1 ％

5.9 ％ 5.8 ％

29.8 ％ 29.5 ％

2.4 ％ 2.4 ％

令和2年度

％50.0

％

％

％

％

％

％

29.5

2.6

1.3

5.5

0.9

10.2
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■歳入額対資産比率

　当該年度の歳入総額に対する資産合計の比率を算出することにより、これまでに形成された

ストックとしての資産が、歳入の何年分に相当するかを表し、本市の資産形成の度合いを測る

ことができます。

■有形固定資産減価償却率

　保有している有形固定資産のうち、償却資産の取得価格等に対する減価償却累計額の割合を

算出することにより、耐用年数に対して資産の取得からどの程度経過しているのかを全体とし

て把握することが可能となります。この指標の比率が高いほど老朽化が進行していることを意

味します。

（３）資産と負債の比率

　資産と負債の比率は、「将来世代と現世代との負担の分担はどのようになっているか」を表す

ものです。

■純資産比率

　地方公共団体は、地方債の発行を通じて、将来世代と現世代の負担の配分を行います。この

ため、純資産に対する資産の比率は、保有している有形固定資産等がどの世代の負担により行

われたのかを示しており、世代間負担の状況を把握することができます。

　また、純資産の変動は、将来世代と現世代との間で負担の割合が変動したことを意味します。

例えば、純資産の減少は、現世代が将来世代にとっても利用可能であった資源を消費して便益

を享受したこと意味し、逆に、純資産の増加は、現世代が自らの負担によって将来世代も利用

可能な資源を蓄積したことを意味すると捉えることもできます。

純資産 ÷ 資産合計

算定式

有形固定資産合計 － 土地等の非償却資産 ＋ 減価償却累計額

減価償却累計額

算定式

資産合計 ÷ 歳入総額

算定式

2.65 年

令和元年度

3.97 年

3.17 年

令和2年度

年

年

年

2.99

3.00

2.52

全体 3.38 年 3.33 年

連結 2.96 年 2.84 年

平成29年度 平成30年度

一般会計等 4.52 年 4.27 年

48.8 ％

49.7 ％56.2 ％

令和元年度

56.5 ％

55.5 ％

令和2年度

58.1 ％

全体 52.7 ％ 54.0 ％

連結 53.4 ％ 54.7 ％

平成29年度 平成30年度

一般会計等 53.6 ％ 54.8 ％

令和2年度

％

％

％

69.1

54.1

54.567.5 ％

令和元年度

69.9 ％

68.2 ％全体 67.8 ％ 67.8 ％

連結 65.9 ％ 66.6 ％

平成29年度 平成30年度

一般会計等 69.7 ％ 69.6 ％

-23-



■社会資本等形成の世代間負担比率（将来世代負担比率）

　有形固定資産等の社会資本等について、形成された資産額に対して、財源のうち将来の償還

等が必要な負債による調達割合を比較することにより、社会資本等形成に係る将来世代の負担

の程度を把握することができます。

　この指標が高いほど、将来世代の負担が大きいと言えますが、地方債は原則として将来世代

にも受益の及ぶ施設建設に充てられること及び地方交付税措置が講じられている地方債がある

ことに留意する必要があります。

（４）負債の状況

　負債の状況は、「財政に持続可能性があるか（どのくらい借金があるか）」という住民等の関心

にもとづくものであり、財政運営に関する本質的な視点です。

■住民一人当たり負債額

　負債額を住民基本台帳人口で除して住民一人当たり負債額とすることにより、住民等にとっ

て理解しやすい情報になるとともに、他団体との比較が容易になります。

有形・無形固定資産合計

地方債残高

算定式

負債合計 ÷ 住民基本台帳人口

算定式

令和2年度

％

％

％

21.1

25.4

25.121.9 ％

令和元年度

19.9 ％

22.1 ％全体 22.2 ％ 22.3 ％

連結 22.1 ％ 22.2 ％

平成29年度 平成30年度

一般会計等 19.8 ％ 20.0 ％

令和2年度

万円69.9

令和元年度

67.1 万円

79.7 万円 万円

万円

146.1

153.4

全体 80.1 万円 80.6 万円

連結 88.6 万円 88.6 万円 87.5 万円

平成29年度 平成30年度

一般会計等 67.4 万円 68.0 万円

68.0

68.4

68.8

69.2

69.6

70.0

0

50,000

100,000

150,000

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

純資産比率（一般会計等）

資産 純資産 純資産比率

（百万円） （％）
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■基礎的財政収支（プライマリーバランス）

　資金収支計算書上の業務活動収支（支払利息支出を除く。）及び投資活動収支（基金積立金

支出及び基金取崩収入を除く。）の合算額を算出することにより、地方債等の元利償還額を除

いた歳出と、地方債等発行収入を除いた歳入のバランスを示す指標となり、当該バランスが均

衡している場合には、経済成長率が長期金利を下回らない限り経済規模に対する地方債等の比

率は増加しないとされています。

　なお、基礎的財政収支については、政府全体の財政健全化目標にも使われていますが、地方

公共団体においては、建設公債主義がより厳密に適用されており、自己判断で赤字公債に依存

することができないため、同じ表現を使っていても、国と地方の基礎的財政収支を一概に比較

すべきではない点に十分留意することが必要です。

■債務償還可能年数【参考指標】

　債務償還可能年数は、実質債務が償還財源の何年分あるかを示す指標であり、経常的な業務

活動の黒字分を債務の償還に充当した場合に、何年で現在の債務を償還できるかを表す理論値

です。債務の償還原資を経常的な業務活動からどれだけ確保できる見込みがあるかということ

は、債務償還能力を把握する上で重要な視点の一つです。

業務活動収支（支払利息支出を除く。）

 ＋ 投資活動収支(基金積立支出及び基金取崩収入を除く。)

算定式

将来負担額 ー 充当可能財源

経常一般財源等（歳入）等 ー 経常経費充当財源等

算定式

百万円

百万円

百万円

△ 1,799.0

△ 412.0

△ 95.0

令和2年度

2,347.0 百万円

116.0 百万円全体 1,173.0 百万円 △ 141.0 百万円

連結 3,579.0 百万円 2,125.0 百万円

平成29年度 平成30年度

一般会計等 836.0 百万円 △ 395.0 百万円

令和元年度

△ 101.0 百万円

令和元年度

8.1 年

令和2年度

年6.5

平成29年度 平成30年度

一般会計等 7.4 年 7.7 年

67.4
68.0

67.1

69.9

64

66

68

70

72

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

住民一人当たり負債額（一般会計等）（万円）
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（５）行政コストの状況

　行政コストの状況は、「行政サービスに係るコストはどのようになっているか」といった住民

等の関心に基づくものです。地方自治法においても、「地方公共団体は、その事務を処理するに

当っては、住民の福祉の増進に努めるとともに、最少の経費で最大の効果を挙げるようにしなけ

ればならない」とされているものであり（同法第２条第14項）、財政の持続可能性と並んで重要

な視点です。

■住民一人当たり行政コスト

　行政コスト計算書で算出される行政コストを住民基本台帳人口で除して、住民一人当たりの

行政コストの額を算出することにより、効率性の度合いを分析することができます。

■行政目的別行政コスト

　附属明細書では、行政目的別（生活インフラ・国土保全、教育、福祉等）の行政コストが計

上されています。これらを、経年比較することにより行政コストの増減項目の分析が可能とな

ります。

純行政コスト ÷ 住民基本台帳人口

算定式

算定式

生活インフラ・国土保全

教育

福祉

環境衛生

産業振興

消防

総務

令和2年度

％

％

％

％

％

％

％

14.5

13.4

24.4

4.1

13.9

3.7

26.012.7 ％

6.1 ％

14.5 ％

3.7 ％

令和元年度

16.3 ％

14.1 ％

32.6 ％

3.4 ％ 3.4 ％

13.9 ％ 12.8 ％

5.9 ％ 5.7 ％

10.7 ％ 12.6 ％

16.3 ％ 15.5 ％

33.4 ％ 33.1 ％

区分 平成29年度 平成30年度

16.4 ％ 16.9 ％

40.8 41.7
43.6

58.2

30

40

50

60

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

住民一人当たり行政コスト（一般会計等）（万円）

43.6 万円

60.1 万円

69.2 万円

令和元年度 令和2年度

万円

万円

万円

58.2

78.0

92.1

全体 59.1 万円 58.2 万円

連結 68.2 万円 67.3 万円

平成29年度 平成30年度

一般会計等 40.8 万円 41.7 万円
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（６）受益者負担の状況

　受益者負担の状況は、「歳入がどのくらい税収等で賄われているか、（受益者負担の水準はど

うなっているか）」といった住民等の関心に基づくものです。

■受益者負担の割合（受益者負担比率）

　行政コスト計算書の経常収益は、使用料・手数料など行政サービスに係る受益者負担の金額

であるため、これを経常費用（行政サービス提供に係る負担）と比較することにより、行政サ

ービスの提供に対する受益者負担の割合を算出することができます。

（７）指標の組み合わせ分析

　横軸に資産の経年化の状況を表す有形固定資産減価償却率、縦軸に地方公共団体財政健全化

法に基づく将来負担比率を組み合わせて分析することが有用です。

経常収益

経常費用

算定式

将

来

負

担

比

率

（

％

）

有形固定資産減価償却率（％）

A

将来負担すべき借金額は多いが

施設は比較的新しい

B

将来負担すべき借金額は多く

施設が古い

C

将来負担すべき借金額は少なく

施設は比較的新しい

D

将来負担すべき借金額は少ないが

施設が古い

新しい 古い

多い

少ない

5.4 ％

令和元年度

2.2 ％

4.7 ％

令和2年度

％

％

％

2.2

5.6

6.3

全体 4.7 ％ 4.8 ％

連結 5.5 ％ 5.7 ％

平成29年度 平成30年度

一般会計等 2.4 ％ 2.4 ％

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

2.0

2.1

2.2

2.3

2.4

2.5

受益者負担比率（一般会計等）

経常収益 経常費用 受益者負担比率

（百万円）
（％）
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　令和元年度と比較すると、将来負担比率は下降し、有形固定資産減価償却率は上昇している

ため、令和元年度から令和2年度にかけては、将来の負担が減少し、有形固定資産の老朽化は

進んでいる可能性が考えられます。

平成29年度

平成30年度

令和元年度

令和2年度

50.0

55.0

60.0

65.0

70.0

75.0

50.0 52.0 54.0 56.0 58.0 60.0

将
来
負
担
比
率

有形固定資産減価償却率

（％）

（％）
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一般会計等財務書類
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【様式第１号】

貸借対照表
（令和 3年 3月31日現在）

（単位：百万円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

固定資産 128,687 固定負債 38,208 

有形固定資産 119,674 地方債 34,714 

事業用資産 62,741 長期未払金 - 

土地 21,625 退職手当引当金 3,495 

立木竹 273 損失補償等引当金 - 

建物 69,479 その他 - 

建物減価償却累計額 △ 34,574 流動負債 3,788 

工作物 3,163 １年内償還予定地方債 2,834 

工作物減価償却累計額 △ 2,133 未払金 1 

船舶 - 未払費用 - 

船舶減価償却累計額 - 前受金 - 

浮標等 - 前受収益 - 

浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 327 

航空機 - 預り金 626 

航空機減価償却累計額 - その他 - 

その他 - 41,996 

その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

建設仮勘定 4,908 固定資産等形成分 133,276 

インフラ資産 56,595 余剰分（不足分） △ 39,443 

土地 15,258 

建物 6,543 

建物減価償却累計額 △ 4,858 

工作物 100,378 

工作物減価償却累計額 △ 62,731 

その他 - 

その他減価償却累計額 - 

建設仮勘定 2,004 

物品 1,343 

物品減価償却累計額 △ 1,005 

無形固定資産 16 

ソフトウェア 16 

その他 - 

投資その他の資産 8,997 

投資及び出資金 3,201 

有価証券 19 

出資金 3,182 

その他 - 

投資損失引当金 - 

長期延滞債権 257 

長期貸付金 291 

基金 5,264 

減債基金 - 

その他 5,264 

その他 - 

徴収不能引当金 △ 16 

流動資産 7,142 

現金預金 1,573 

未収金 981 

短期貸付金 52 

基金 4,537 

財政調整基金 3,533 

減債基金 1,004 

棚卸資産 - 

その他 - 

徴収不能引当金 0 93,833 

135,829 135,829 資産合計

負債合計

純資産合計

負債及び純資産合計
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【様式第２号】

行政コスト計算書
自　令和 2年 4月 1日

至　令和 3年 3月31日

（単位：百万円）

金額

経常費用 32,619 

業務費用 14,731 

人件費 4,840 

職員給与費 3,707 

賞与等引当金繰入額 327 

退職手当引当金繰入額 159 

その他 647 

物件費等 9,370 

物件費 4,931 

維持補修費 563 

減価償却費 3,877 

その他 - 

その他の業務費用 521 

支払利息 203 

徴収不能引当金繰入額 5 

その他 313 

移転費用 17,888 

補助金等 12,270 

社会保障給付 3,893 

他会計への繰出金 1,722 

その他 4 

経常収益 711 

使用料及び手数料 283 

その他 428 

純経常行政コスト 31,908 

臨時損失 3,104 

災害復旧事業費 3,088 

資産除売却損 16 

投資損失引当金繰入額 - 

損失補償等引当金繰入額 - 

その他 - 

臨時利益 0 

資産売却益 0 

その他 - 

純行政コスト 35,012 

科目
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【様式第３号】

純資産変動計算書
自　令和 2年 4月 1日

至　令和 3年 3月31日

（単位：百万円）

固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

前年度末純資産残高 94,457 132,633 △ 38,176 

純行政コスト（△） △ 35,012 △ 35,012 

財源 34,372 34,372 

税収等 18,416 18,416 

国県等補助金 15,956 15,956 

本年度差額 △ 640 △ 640 

固定資産等の変動（内部変動） 628 △ 628 

有形固定資産等の増加 4,891 △ 4,891 

有形固定資産等の減少 △ 3,887 3,887 

貸付金・基金等の増加 4,154 △ 4,154 

貸付金・基金等の減少 △ 4,530 4,530 

資産評価差額 0 0 

無償所管換等 16 16 

その他 - - - 

本年度純資産変動額 △ 624 643 △ 1,267 

本年度末純資産残高 93,833 133,276 △ 39,443 

科目 合計
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【様式第４号】

資金収支計算書
自　令和 2年 4月 1日

至　令和 3年 3月31日

（単位：百万円）

金額

【業務活動収支】

業務支出 28,738 

業務費用支出 10,850 

人件費支出 4,900 

物件費等支出 5,509 

支払利息支出 203 

その他の支出 238 

移転費用支出 17,888 

補助金等支出 12,270 

社会保障給付支出 3,893 

他会計への繰出支出 1,722 

その他の支出 4 

業務収入 24,766 

税収等収入 18,360 

国県等補助金収入 5,692 

使用料及び手数料収入 293 

その他の収入 420 

臨時支出 3,088 

災害復旧事業費支出 3,088 

その他の支出 - 

臨時収入 8,892 

業務活動収支 1,832 

【投資活動収支】

投資活動支出 8,712 

公共施設等整備費支出 4,883 

基金積立金支出 3,634 

投資及び出資金支出 - 

貸付金支出 194 

その他の支出 - 

投資活動収入 5,218 

国県等補助金収入 1,010 

基金取崩収入 3,974 

貸付金元金回収収入 230 

資産売却収入 3 

その他の収入 - 

投資活動収支 △ 3,494 

【財務活動収支】

財務活動支出 3,595 

地方債償還支出 3,595 

その他の支出 - 

財務活動収入 5,030 

地方債発行収入 5,030 

その他の収入 - 

財務活動収支 1,436 

本年度資金収支額 △ 227 

前年度末資金残高 1,557 

本年度末資金残高 1,331 

前年度末歳計外現金残高 270 

本年度歳計外現金増減額 △ 28 

本年度末歳計外現金残高 242 

本年度末現金預金残高 1,573 

科目
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1　重要な会計方針

(1)　有形固定資産等の評価基準及び評価方法

①　有形固定資産･･････････････････････････････取得原価
　　ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。
　ア　昭和59年度以前に取得したもの････････････再調達原価
　　ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額1円としています。
　イ　昭和60年度以後に取得したもの
　　取得原価が判明しているもの････････････････取得原価
　　取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価
　　　ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額1円としています。
②　無形固定資産･･････････････････････････････取得原価
　　ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。
　　取得原価が判明しているもの････････････････取得原価
　　取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価

(2)　有価証券等の評価基準及び評価方法

①　満期保有目的有価証券･･････････････････････償却原価法（定額法）
②　満期保有目的以外の有価証券
　ア 市場価格のあるもの･･･････････････････････会計年度末における市場価格
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（売却原価は移動平均法により算定）
　イ 市場価格のないもの･･･････････････････････取得原価（又は償却原価法（定額法））
③　出資金
　ア 市場価格のあるもの･･･････････････････････会計年度末における市場価格
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（売却原価は移動平均法により算定）
　イ 市場価格のないもの･･･････････････････････出資金額

(3)　有形固定資産等の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法
　　　なお、主な耐用年数は以下のとおりです。
　　　　建物　 22年～50年
　　　　工作物 10年～60年
　　　　物品　  2年～15年
②　無形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法
　　　（ソフトウェアについては、当市における見込利用期間（５年）に基づく定額法によっています。）
③　リース資産
　ア　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　  　･･････････自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法
　イ　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　  　･･････････リース期間を耐用年数とし、残存価値をゼロとする定額法

(4)　引当金の計上基準及び算定方法

①　投資損失引当金
　　市場価格のない投資及び出資金のうち、連結対象団体（会計）に対するものについて、実質価額が著しく低下した場合にお
ける実質価額と取得価額との差額を計上しています。
②　徴収不能引当金
　　未収金については、過去５年間の平均不納欠損率により（又は個別に改修可能性を検討し）、徴収不能見込額を計上してい
ます。
　　長期延滞債権については、過去５年間の平均不納欠損率により（又は個別に改修可能性を検討し）、徴収不能見込額を計上
しています。
　　長期貸付金については、過去５年間の平均不納欠損率により（又は個別に改修可能性を検討し）、徴収不能見込額を計上し
ています。
③　退職手当引当金
　　期末自己都合要支給額を計上しています。
④　損失補償等引当金
　　履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体の財政の健全化に関する法律に規定する将来負担比率
の算定に含めた将来負担額を計上しています。
⑤　賞与等引当金
　　翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額について、それぞれ本会計年度
の期間に対応する部分を計上しています。

(5)　リース取引の処理方法

①　ファイナンス・リース取引
　　通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。
②　オペレーティング・リース取引
　　通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

注記
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(6)　資金収支計算書における資金の範囲

　現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（白河市財務規則において、歳計現金等の保管方法として規定した預金等を
いいます。）
　なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含んでいます。

(7)　その他財務書類作成のための基本となる重要な事項

　　物品及びソフトウェアの計上基準
　　物品については、取得価額又は見積価格が50万円（美術品は300万円）以上の場合に資産として計上しています。
　　ソフトウェアについても物品の取扱いに準じています。

2　重要な会計方針の変更等

(1)　会計方針の変更

当該事項はありません。

(2)　表示方法の変更

当該事項はありません。

(3)　資金収支計算書における資金の範囲の変更

当該事項はありません。

3　重要な後発事象

(1)　主要な業務の改廃

当該事項はありません。

(2)　組織・機構の大幅な変更

当該事項はありません。

(3)　地方財政制度の大幅な改正

当該事項はありません。

(4)　重大な災害等の発生

当該事項はありません。

4　偶発債務

(1)　保証債務及び損失補償債務負担の状況

当該事項はありません。

(2)　係争中の訴訟等

係争中の訴訟等で損害賠償等の請求を受けている主なものは次のとおりです。
　白河簡裁　令和2年（ハ）第116号
　　損害賠償請求事件 0.3百万円

5　追加情報（財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項）

(1)　対象範囲

　一般会計等財務書類の対象範囲は次のとおりです。
　　一般会計
　　国有林野払受費特別会計
　　教育財産特別会計

(2)　出納整理期間について

　地方自治法第235条の5に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出納整理期間における現金の受払い等を終了
した後の計数をもって会計年度末の計数としています。
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(3)　表示金額単位

　百万円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。

(4)　地方公共団体財政健全化法における健全化判断比率の状況

　地方公共団体の財政の健全化に関する法律における健全化判断比率の状況は、次のとおりです。
　実質赤字比率　　　　－
　連結実質赤字比率　　－
　実質公債費比率　　10.4％
　将来負担比率　　　53.0％

(5)　利子補給等に係る債務負担行為の翌年度以降の支出予定額

　利子補給等に係る債務負担行為の翌年度以降の支出予定額 4百万円

(6)　繰越事業に係る将来の支出予定額

　繰越事業に係る将来の支出予定額 2,073百万円

6　追加情報（貸借対照表に係るもの）

(1)　減債基金に係る積立不足の有無及び不足額

　当該事項はありません。

(2)　基金借入金（繰替運用）の内容

　基金借入金（繰替運用）
　　当該事項はありません。

(3)　地方交付税措置のある地方債

　地方交付税措置のある地方債のうち、将来の普通交付税の算定基礎である基準財政需要額に含まれることが見込まれる金額
34,434百万円

(4)　将来負担に関する情報

　地方公共団体の財政の健全化に関する法律における将来負担比率の算定要素は、次のとおりです。
　　標準財政規模　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 17,550百万円
　　元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額  3,051百万円
　　将来負担額 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　54,344百万円
　　充当可能基金額 　　　　　　　　　　　　　　　　　  11,304百万円
　　特定財源見込額 　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　907百万円
　　地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額 　　　34,434百万円

7　追加情報（純資産変動計算書に係るもの）

(1)　純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容

①　固定資産等形成分
　　固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金等を加えた額を計上しています。
②　余剰分（不足分）
　　純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。

8　追加情報（資金収支計算書に係るもの）

(1)　基礎的財政収支

　△1,799百万円

(2)　既存の決算情報との関連性

　既存の決算情報との関連性
①　歳入歳出決算書
　　収入（歳入）：45,462百万円、支出（歳出）：44,131百万円
②　財務書類の対象となる会計の範囲の相違に伴う差額
　　収入（歳入）：     1百万円、支出（歳出）：     1百万円
③　繰越金に伴う差額
　　収入（歳入）： 1,557百万円、支出（歳出）：    －百万円
④　資金収支計算書
　　収入（歳入）：43,906百万円、支出（歳出）：44,132百万円
　地方自治法第233条第1項に基づく歳入歳出決算書は「一般会計」を対象範囲としているのに対し、資金収支計算書は「一般会
計等」を対象範囲としているため、歳入歳出決算書と資金収支計算書は一部の特別会計（国有林野払受費特別会計及び教育財産
特別会計）の分だけ相違します。
　また、繰越金については、歳入歳出決算書では収入として計上しますが、公会計では計上しないため、その分だけ相違しま
す。
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(3)　資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額との差額の内訳

　資金収支計算書
　　業務活動収支 　　　　　　　　　     1,832百万円
　　投資活動収入の国県等補助金収入      1,010百万円
　　未収債権、未払債務等の増加（減少）    901百万円
　　減価償却費 　                     △3,877百万円
　　賞与等引当金繰入額   　             △372百万円
　　退職手当引当金繰入額　　　　　　　  △159百万円
　　徴収不能引当金繰入額　　　　　　　    △5百万円
　　資産除売却損　                    　 △16百万円
　
　純資産変動計算書の本年度差額 　　　　 △640百万円

(4)　一時借入金

　資金収支計算書上、一時借入金の増減額は含まれていません。
　なお、一時借入金の限度額及び利子額は次のとおりです。
　　一時借入金の限度額　　 　 3,500百万円
　　一時借入金に係る利子額 　     0百万円
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（
E）

評
価
差
額

（
C）

－
（
E）

（
F）

（
参
考
）
財
産
に
関
す
る

調
書
記
載
額

東
京
電
力
ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ
ス
株
式
会
社

16
1

0.
00

0
0.

00
0

△
 0

0

合
計

16
1

0
△
 0

0

市
場
価
格
の
な
い
も
の
の
う
ち
連
結
対
象
団
体
（
会
計
）
に
対
す
る
も
の

（
単
位
：
百
万
円
）

相
手
先
名

出
資
金
額

(貸
借
対
照
表
計
上
額
)

（
A）

資
産

（
B）

負
債

（
C）

純
資
産
額

（
B）

－
（
C）

（
D）

資
本
金

（
E）

出
資
割
合
（
％
）

（
A）

/（
E）

（
F）

実
質
価
額

（
D）

×
（
F）

（
G）

投
資
損
失
引
当
金

計
上
額

（
H）

（
参
考
）
財
産
に
関
す
る

調
書
記
載
額

白
河
地
方
土
地
開
発
公
社

4
29

0
22

0
70

10
39

.0
0

27
0

4

白
河
地
方
広
域
市
町
村
圏
整
備
組
合

2,
78

8
4,

86
0

1,
23

8
3,

62
2

0
0.

00
0

0
2,

78
8

水
道
事
業
会
計

26
4

13
,6

13
6,

70
7

6,
90

6
5,

43
7

4.
85

33
5

0
26

4

株
式
会
社
ひ
が
し
振
興
公
社

10
31

52
△
 2
1

11
90

.9
1

△
 2
0

0
10

一
般
社
団
法
人
産
業
サ
ポ
ー
ト
白
河

3
20

5
15

9
34

.0
9

5
0

3

公
益
財
団
法
人
白
河
観
光
物
産
協
会

40
30

8
44

26
3

0
0.

00
0

0
40

合
計

3,
10

8
19

,1
21

8,
26

7
10

,8
54

5,
46

6
34

8
0

3,
10

8
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市
場
価
格
の
な
い
も
の
の
う
ち
連
結
対
象
団
体
（
会
計
）
以
外
に
対
す
る
も
の

（
単
位
：
百
万
円
）

相
手
先
名

出
資
金
額

（
A）

資
産

（
B）

負
債

（
C）

純
資
産
額

（
B）

－
（
C）

（
D）

資
本
金

（
E）

出
資
割
合
（
％
）

（
A）

/（
E）

（
F）

実
質
価
額

（
D）

×
（
F）

（
G）

強
制
評
価
減

（
H）

貸
借
対
照
表
計
上
額

（
Ａ
）
－
（
Ｈ
）

（
Ｉ
）

（
参
考
）
財
産
に
関
す
る

調
書
記
載
額

新
甲
子
温
泉
開
発
株
式
会
社

3
14

8
1

14
7

13
20

.6
8

30
0

3
3

東
北
ガ
ス
株
式
会
社

1
86

6
41

3
45

3
60

0.
83

4
0

1
1

株
式
会
社
ラ
ジ
オ
福
島

1
1,

46
0

98
4

47
6

12
0

0.
74

4
0

1
1

株
式
会
社
福
島
情
報
処
理
セ
ン
タ
ー

0
4,

88
5

1,
85

0
3,

03
4

20
1.

50
46

0
0

0

赤
面
山
総
合
開
発
株
式
会
社

1
0

0
0

0
0.

00
0

0
1

1

株
式
会
社
福
島
県
食
肉
流
通
セ
ン
タ
ー

3
1,

88
6

65
2

1,
23

4
49

5
0.

64
8

0
3

3

西
郷
観
光
株
式
会
社

0
0

0
0

89
0.

34
0

0
0

0

株
式
会
社
楽
市
白
河

10
73

9
62

7
11

2
54

18
.5

2
21

0
10

10

福
島
県
信
用
保
証
協
会

26
61

4,
30

0
58

5,
37

0
28

,9
29

22
,7

43
0.

11
32

0
26

26

福
島
県
農
業
信
用
基
金
協
会

3
18

8,
17

8
18

2,
70

1
5,

47
7

2,
84

4
0.

11
6

0
3

3

福
島
県
土
地
改
良
事
業
団
体
連
合
会

5
8,

74
9

1,
33

9
7,

41
0

0
0.

00
0

0
5

5

福
島
県
国
土
調
査
測
量
協
会

0
0

0
0

0
0.

00
0

0
0

0

公
益
社
団
法
人
福
島
県
私
学
振
興
会

1
1,

23
0

0
1,

23
0

0
0.

00
0

0
1

1

福
島
県
国
民
健
康
保
険
団
体
連
合
会

7
28

,8
84

26
,9

71
1,

91
3

0
0.

00
0

0
7

7

公
益
社
団
法
人
福
島
県
森
林
・
林
業
・
緑
化
協
会

4
2,

35
2

42
0

1,
93

2
0

0.
00

0
0

4
4

西
白
河
地
方
森
林
組
合

1
61

4
21

3
40

1
26

2.
02

8
0

1
1

公
益
財
団
法
人
福
島
県
総
合
社
会
福
祉
基
金

6
3,

65
2

0
3,

65
2

0
0.

00
0

0
6

6

福
島
県
青
少
年
会
館

0
38

5
59

32
6

0
0.

00
0

0
0

0

公
益
社
団
法
人
福
島
県
畜
産
振
興
協
会

2
1,

76
6

70
6

1,
06

0
0

0.
00

0
0

2
2

一
般
財
団
法
人
ふ
く
し
ま
市
町
村
支
援
機
構

0
4,

49
0

49
2

3,
99

8
0

0.
00

0
0

0
0

公
益
財
団
法
人
福
島
県
文
化
振
興
財
団

4
2,

36
1

66
9

1,
69

2
0

0.
00

0
0

4
4

一
般
財
団
法
人
都
市
農
山
漁
村
交
流
活
性
化
機
構

1
0

0
0

0
0.

00
0

0
1

1

公
益
財
団
法
人
リ
バ
ー
フ
ロ
ン
ト
研
究
所

1
2,

09
0

48
7

1,
60

3
0

0.
00

0
0

1
1

公
益
財
団
法
人
福
島
県
暴
力
追
放
運
動
推
進
セ
ン
タ
ー

2
65

7
2

65
6

0
0.

00
0

0
2

2

公
益
財
団
法
人
福
島
県
下
水
道
公
社

0
1,

19
6

65
7

53
9

0
0.

00
0

0
0

0

財
団
法
人
福
島
県
社
会
福
祉
施
設
整
備
基
金

0
0

0
0

0
0.

00
0

0
0

0

公
益
財
団
法
人
福
島
県
産
業
振
興
セ
ン
タ
ー

0
15

1,
24

3
14

7,
54

9
3,

69
3

0
0.

00
0

0
1

0

福
島
県
中
小
企
業
団
体
中
央
会
制
度
資
金

3
47

9
33

1
14

8
0

0.
00

0
0

3
3

千
田
地
区
基
盤
整
備
組
合

0
0

0
0

0
0.

00
0

0
0

0

地
方
公
共
団
体
金
融
機
構

7
24

,8
57

,6
06

24
,5

16
,9

85
34

0,
62

1
16

,6
02

0.
04

13
6

0
7

7

合
計

92
25

,8
80

,2
16

25
,4

69
,4

80
41

0,
73

6
43

,0
67

29
4

0
92

92
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④
基
金
の
明
細

（
単
位
：
百
万
円
）

種
類

現
金
預
金

有
価
証
券

土
地

そ
の
他

合
計

(貸
借
対
照
表
計
上
額
)

(参
考
)財

産
に
関
す
る

調
書
記
載
額

財
政
調
整
基
金

3,
53

3
0

0
0

3,
53

3
3,

53
3

減
債
基
金

1,
00

4
0

0
0

1,
00

4
1,

00
4

愛
の
基
金

19
1

0
0

0
19

1
19

1

育
英
基
金

16
0

0
0

16
16

国
際
交
流
基
金

37
0

0
0

37
37

小
峰
城
城
郭
復
元
基
金

25
9

0
0

0
25

9
25

9

ふ
る
さ
と
文
化
振
興
基
金

44
0

0
0

44
44

ス
ポ
ー
ツ
振
興
基
金

29
0

0
0

29
29

教
育
財
産
基
金

4
0

0
0

4
4

東
霊
園
維
持
管
理
基
金

0
0

0
0

0
0

観
光
振
興
基
金

3
0

0
0

3
3

合
併
振
興
基
金

0
0

0
0

0
0

公
共
施
設
等
整
備
基
金

3,
85

7
0

0
0

3,
85

7
3,

85
7

東
日
本
大
震
災
復
興
交
付
金
基
金

0
0

0
0

0
0

震
災
復
興
基
金

0
0

0
0

0
0

土
地
開
発
基
金

64
6

0
0

0
64

6
64

6

高
額
医
療
費
支
払
資
金
貸
付
基
金

8
0

0
0

8
8

損
害
賠
償
及
び
災
害
救
助
対
策
基
金

2
0

0
1

3
3

繁
殖
和
牛
導
入
事
業
基
金

3
0

0
0

3
3

歴
史
民
俗
資
料
館
資
料
等
取
得
基
金

2
0

0
2

4
2

東
日
本
大
震
災
産
業
復
興
資
金
貸
付
基
金

7
0

0
7

14
14

森
林
整
備
基
金

28
0

0
0

28
28

白
河
市
霊
園
維
持
管
理
基
金

17
0

0
0

17
17

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
対
策
資
金
貸
付
基
金

10
0

0
0

0
10

0
10

0

合
計

9,
79

1
0

0
9

9,
80

1
9,

79
9
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⑤
貸
付
金
の
明
細

(単
位
：

百
万

円
)

長
期
貸
付
金

短
期
貸
付
金

貸
借
対
照
表
計
上
額

徴
収
不
能
引
当
金

計
上
額

貸
借
対
照
表
計
上
額

徴
収
不
能
引
当
金

計
上
額

地
方
公
営
事
業

一
部
事
務
組
合
・
広
域
連
合

地
方
独
立
行
政
法
人

地
方
三
公
社

第
三
セ
ク
タ
ー
等

そ
の
他
の
貸
付
金

災
害
援
護
資
金
貸
付
金

88
0

30
0

11
7

高
等
職
業
訓
練
促
進
費
貸
付
金

13
0

0
0

13

奨
学
資
金
貸
付
金

17
0

0
26

0
19

6

入
学
一
時
金
貸
付
金

13
0

3
0

16

28
5

0
58

0
34

3

相
手
先
名
ま
た
は
種
別

（
参
考
）

貸
付
金
計

合
計

-45-



⑥長期延滞債権の明細 （単位：百万円）

相手先名または種別 貸借対照表計上額
徴収不能引当金

計上額

【貸付金】

第三セクター等

その他の貸付金

元金収入 5 0

小計 5 0

【未収金】

税等未収金

固定資産税 105 11

市民税（個人） 23 2

軽自動車税 3 0

市民税（法人） 2 0

その他の未収金

住宅使用料 102 0

民生雑入 10 1

土地貸付収入 3 0

児童福祉費負担金 2 0

幼稚園使用料 1 0

民生雑入 1 0

住宅手数料 0 0

民生雑入 0 0

総務雑入 0 0

児童福祉費手数料 0 0

住宅駐車場手数料 0 0

徴税手数料 0 0

保健衛生使用料 0 0

延滞金 0 0

住宅浄化槽手数料 0 0

延滞金 0 0

小計 252 16

合計 257 16
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⑦未収金の明細 （単位：百万円）

相手先名または種別 貸借対照表計上額
徴収不能引当金

計上額

【貸付金】

第三セクター等

その他の貸付金

元金収入 5 0

小計 5 0

【未収金】

税等未収金

道路橋りょう費国庫補助金（投資活動収入） 308 0

農業費県補助金 192 0

固定資産税 48 0

社会教育費国庫補助金 38 0

文教施設災害復旧事業費国庫補助金 32 0

小学校費県補助金 31 0

市民税（法人） 28 0

農業費県補助金（投資活動収入） 25 0

都市計画費国庫補助金 16 0

中学校費県補助金 14 0

住宅費国庫補助金 11 0

市民税（個人） 11 0

文教施設災害復旧費県補助金 7 0

社会教育費国庫補助金 6 0

都市計画費国庫補助金（投資活動収入） 2 0

中学校費国庫補助金 2 0

軽自動車税 1 0

徴税手数料 0 0

その他の未収金

総務管理費補助金 190 0

住宅使用料 5 0

土木雑入 4 0

民生雑入 4 0

土地貸付収入 1 0

児童福祉費負担金 0 0

公民館使用料 0 0

民生雑入 0 0

民生雑入 0 0

教育雑入 0 0

保健衛生使用料 0 0

幼稚園使用料 0 0

延滞金 0 0

公共物使用料 0 0

教育雑入 0 0

延滞金 0 0

小計 976 0

合計 981 0
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（
２
）
負
債
項
目
の
明
細

①
地
方
債
（
借
入
先
別
）
の
明
細

（
単

位
：

百
万

円
）

う
ち

1年
内

償
還

予
定

う
ち

共
同

発
行

債
う

ち
住

民
公

募
債

【
通

常
分

】

一
般

公
共

事
業

1,
90

8
76

1,
60

0
50

11
21

0
0

0
0

38

公
営

住
宅

建
設

76
1

71
74

2
0

0
19

0
0

0
0

災
害

復
旧

1,
23

1
18

91
0

0
32

1
0

0
0

0
0

教
育

・
福

祉
施

設
2,

87
5

19
6

1,
93

3
13

1
33

59
4

0
0

0
18

6

一
般

単
独

事
業

17
,1

81
1,

15
5

12
3

2,
02

8
2,

52
3

4,
88

2
0

0
0

7,
62

5

そ
の

他
1,

05
3

20
1

64
7

40
6

0
0

0
0

0
0

【
特

別
分

】

臨
時

財
政

対
策

債
12

,0
59

1,
07

0
11

,5
42

13
0

50
5

0
0

0
0

減
税

補
て

ん
債

19
0

33
19

0
0

0
0

0
0

0
0

退
職

手
当

債
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

そ
の

他
29

0
14

0
0

0
0

0
0

0
29

0

合
計

37
,5

48
2,

83
4

17
,6

85
2,

62
7

2,
88

7
6,

20
9

0
0

0
8,

13
9

②
地
方
債
（
利
率
別
）
の
明
細

（
単

位
：

百
万

円
）

1.
5％

以
下

1.
5％

超
2.
0％

以
下

2.
0％

超
2.
5％

以
下

2.
5％

超
3.
0％

以
下

3.
0％

超
3.
5％

以
下

3.
5％

超
4.
0％

以
下

4.
0％

超
（

参
考

）
加

重
平

均
利

率

35
,3

78
1,

69
3

18
2

16
0

74
9

52
0.

47
34

③
地
方
債
（
返
済
期
間
別
）
の
明
細

（
単

位
：

百
万

円
）

１
年

以
内

１
年

超
２

年
以

内
２

年
超

３
年

以
内

３
年

超
４

年
以

内
４

年
超

５
年

以
内

５
年

超
10
年

以
内

10
年

超
15
年

以
内

15
年

超
20
年

以
内

20
年

超

2,
83

4
3,

15
0

3,
22

5
3,

12
0

2,
92

0
12

,5
79

7,
31

1
2,

19
1

21
8

④
特
定
の
契
約
条
項
が
付
さ
れ
た
地
方
債
の
概
要

（
単

位
：

百
万

円
）

0 0 00 0 00 0 00 0 0

そ
の

他

地
方

債
残

高

37
,5

48

地
方

債
残

高

37
,5

48

種
類

地
方

債
残

高
政

府
資

金
地

方
公

共
団

体
金

融
機

構
市

中
銀

行
そ

の
他

の
金

融
機

関

特
定

の
契

約
条

項
が

付
さ

れ
た

地
方

債
残

高
契

約
条

項
の

概
要

0

市
場

公
募

債
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⑤
引
当
金
の
明
細

(単
位
：
百
万
円
)

目
的
使
用

そ
の
他

徴
収
不
能
引
当
金
（
固
定
資
産
）

32
5

21
0

16

徴
収
不
能
引
当
金
（
流
動
資
産
）

1
0

1
0

0

投
資
損
失
引
当
金

0
0

0
0

0

退
職
手
当
引
当
金

3,
56

9
15

9
23

4
0

3,
49

5

損
失
補
償
等
引
当
金

0
0

0
0

0

賞
与
等
引
当
金

31
2

32
7

31
2

0
32

7

合
計

3,
91

5
49

1
56

9
0

3,
83

7

区
分

前
年
度
末
残
高

本
年
度
増
加
額

本
年
度
減
少
額

本
年
度
末
残
高
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２
．
行
政
コ
ス
ト
計
算
書
の
内
容
に
関
す
る
明
細

（
１
）
補
助
金
等
の
明
細

（
単
位
：
百
万
円
）

区
分

名
称

相
手
先

金
額

支
出
目
的

待
機
児
童
対
策
事
業
補
助
金

保
育
園
移
転
改
築
事
業
者

14
3
福
祉

畜
産
ク
ラ
ス
タ
ー
事
業
補
助
金

畜
産
業
者

10
8
産
業
振
興

道
路
事
業
費
負
担
金

事
業
主

10
1
生
活
イ
ン
フ
ラ
・
国
土
保
全

認
定
こ
ど
も
園
施
設
整
備
事
業
補
助
金

認
定
こ
ど
も
園
施
設
整
備
事
業
者

67
教
育

強
い
農
業
・
担
い
手
づ
く
り
事
業
補
助
金

農
業
者

67
産
業
振
興

そ
の
他

18
2

計
66

7

特
別
定
額
給
付
金

6,
03

1
総
務

白
河
地
方
広
域
市
町
村
圏
常
備
消
防
負
担
金

白
河
地
方
広
域
市
町
村
圏
整
備
組
合

73
4
消
防

福
島
県
後
期
高
齢
者
医
療
広
域
連
合
負
担
金

福
島
県
後
期
高
齢
者
医
療
広
域
連
合

53
9
福
祉

施
設
型
給
付
費
負
担
金

民
間
保
育
施
設

50
0
福
祉

ご
み
処
理
施
設
運
営
負
担
金

白
河
地
方
広
域
市
町
村
圏
整
備
組
合

49
8
環
境
衛
生

そ
の
他

3,
30

1

計
11

,6
03

合
計

12
,2

70

他
団
体
へ
の
公
共
施
設
等
整
備
補
助
金
等

（
所
有
外
資
産
分
）

そ
の
他
の
補
助
金
等
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３．純資産変動計算書の内容に関する明細

（１）財源の明細 （単位：百万円）

会計 区分 金額

9,437

地方譲与税 338

利子割交付金 6

配当割交付金 21

株式等譲渡所得割交付金 24

法人事業税交付金 76

地方消費税交付金 1,401

ゴルフ場利用税交付金 23

自動車取得税交付金 0

環境性能割交付金 20

地方特例交付金 62

地方交付税 6,750

交通安全対策特別交付金 7

分担金及び負担金 86

寄附金 158

6

18,416

投資活動収入として収納した国庫支出金 1,070

投資活動収入として収納した都道府県支出金 416

計 1,485

業務収入として収納した国庫支出金 3,232

臨時収入として収納した国庫支出金 7,904

業務収入として収納した都道府県支出金 2,593

臨時収入として収納した都道府県支出金 1,254

その他 △ 512

計 14,471

15,956

34,372

0

繰入金 0

0

0

0

計 0

計 0

0

0

国有林野払受費特別会計

税収等

分担金及び負担金

その他

小計

国県等補助金

資本的
補助金

経常的
補助金

小計

合計

財源の内容

一般会計

税収等

市税

繰入金

小計

国県等補助金

資本的
補助金

経常的
補助金

小計

合計

（２）財源情報の明細 （単位：百万円）

国県等補助金 地方債 税収等 その他

純行政コスト 35,012 14,983 2,013 13,632 4,384

有形固定資産等の増加 4,891 1,485 3,017 389 0

貸付金・基金等の増加 4,154 0 0 4,154 0

その他 0 0 0 0 0

合計 44,057 16,468 5,030 18,175 4,384

区分 金額
内訳

４．資金収支計算書の内容に関する明細

（１）資金の明細 （単位：百万円）

種類 本年度末残高

要求払預金 1,331

合計 1,331
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全体財務書類
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【様式第１号】

全体貸借対照表
（令和 3年 3月31日現在）

（単位：百万円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

固定資産 181,434 固定負債 82,260 

有形固定資産 171,023 地方債等 51,396 

事業用資産 62,999 長期未払金 - 

土地 21,854 退職手当引当金 3,564 

立木竹 273 損失補償等引当金 - 

建物 69,754 その他 27,300 

建物減価償却累計額 △ 34,821 流動負債 5,577 

工作物 3,163 １年内償還予定地方債等 4,339 

工作物減価償却累計額 △ 2,133 未払金 195 

船舶 - 未払費用 - 

船舶減価償却累計額 - 前受金 - 

浮標等 - 前受収益 - 

浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 343 

航空機 - 預り金 689 

航空機減価償却累計額 - その他 11 

その他 - 87,837 

その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

建設仮勘定 4,908 固定資産等形成分 186,023 

インフラ資産 104,675 余剰分（不足分） △ 82,620 

土地 15,739 

建物 8,713 

建物減価償却累計額 △ 5,216 

工作物 158,178 

工作物減価償却累計額 △ 74,963 

その他 - 

その他減価償却累計額 - 

建設仮勘定 2,224 

物品 5,719 

物品減価償却累計額 △ 2,369 

無形固定資産 106 

ソフトウェア 16 

その他 90 

投資その他の資産 10,305 

投資及び出資金 2,938 

有価証券 20 

出資金 2,918 

その他 - 

投資損失引当金 - 

長期延滞債権 348 

長期貸付金 291 

基金 6,753 

減債基金 - 

その他 6,753 

その他 - 

徴収不能引当金 △ 25 

流動資産 9,806 

現金預金 3,954 

未収金 1,201 

短期貸付金 52 

基金 4,537 

財政調整基金 3,533 

減債基金 1,004 

棚卸資産 5 

その他 57 

徴収不能引当金 0 

繰延資産 - 103,403 

191,240 191,240 資産合計

負債合計

純資産合計

負債及び純資産合計
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【様式第２号】

全体行政コスト計算書
自　令和 2年 4月 1日

至　令和 3年 3月31日

（単位：百万円）

金額

経常費用 46,340 

業務費用 18,659 

人件費 5,129 

職員給与費 3,960 

賞与等引当金繰入額 339 

退職手当引当金繰入額 163 

その他 667 

物件費等 12,522 

物件費 5,204 

維持補修費 641 

減価償却費 5,687 

その他 990 

その他の業務費用 1,009 

支払利息 524 

徴収不能引当金繰入額 6 

その他 479 

移転費用 27,681 

補助金等 23,550 

社会保障給付 3,893 

他会計への繰出金 234 

その他 4 

経常収益 2,612 

使用料及び手数料 1,928 

その他 684 

純経常行政コスト 43,728 

臨時損失 3,145 

災害復旧事業費 3,088 

資産除売却損 16 

投資損失引当金繰入額 - 

損失補償等引当金繰入額 - 

その他 41 

臨時利益 1 

資産売却益 0 

その他 1 

純行政コスト 46,872 

科目
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【様式第３号】

全体純資産変動計算書
自　令和 2年 4月 1日

至　令和 3年 3月31日

（単位：百万円）

固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

前年度末純資産残高 103,478 146,994 △ 43,517 

純行政コスト（△） △ 46,872 △ 46,872 

財源 45,806 45,806 

税収等 23,198 23,198 

国県等補助金 22,608 22,608 

本年度差額 △ 1,066 △ 1,066 

固定資産等の変動（内部変動） △ 208 208 

有形固定資産等の増加 5,949 △ 5,949 

有形固定資産等の減少 △ 5,831 5,831 

貸付金・基金等の増加 4,527 △ 4,527 

貸付金・基金等の減少 △ 4,854 4,854 

資産評価差額 0 0 

無償所管換等 50 50 

その他 942 39,187 △ 38,245 

本年度純資産変動額 △ 74 39,029 △ 39,103 

本年度末純資産残高 103,403 186,023 △ 82,620 

科目 合計
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【様式第４号】

全体資金収支計算書
自　令和 2年 4月 1日

至　令和 3年 3月31日

（単位：百万円）

金額

【業務活動収支】

業務支出 41,850 

業務費用支出 14,167 

人件費支出 5,206 

物件費等支出 6,782 

支払利息支出 284 

その他の支出 1,895 

移転費用支出 27,683 

補助金等支出 23,553 

社会保障給付支出 3,893 

他会計への繰出支出 234 

その他の支出 4 

業務収入 38,705 

税収等収入 23,001 

国県等補助金収入 12,968 

使用料及び手数料収入 1,927 

その他の収入 809 

臨時支出 3,088 

災害復旧事業費支出 3,088 

その他の支出 - 

臨時収入 8,896 

業務活動収支 2,663 

【投資活動収支】

投資活動支出 9,984 

公共施設等整備費支出 5,838 

基金積立金支出 3,952 

投資及び出資金支出 - 

貸付金支出 194 

その他の支出 - 

投資活動収入 6,870 

国県等補助金収入 2,439 

基金取崩収入 4,197 

貸付金元金回収収入 230 

資産売却収入 3 

その他の収入 - 

投資活動収支 △ 3,114 

【財務活動収支】

財務活動支出 5,112 

地方債等償還支出 5,112 

その他の支出 - 

財務活動収入 5,607 

地方債等発行収入 5,521 

その他の収入 86 

財務活動収支 496 

本年度資金収支額 45 

前年度末資金残高 3,666 

本年度末資金残高 3,712 

前年度末歳計外現金残高 270 

本年度歳計外現金増減額 △ 28 

本年度末歳計外現金残高 242 

本年度末現金預金残高 3,954 

科目
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1　重要な会計方針

(1)　有形固定資産等の評価基準及び評価方法

①　有形固定資産･･････････････････････････････取得原価
　　ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。
　ア　昭和59年度以前に取得したもの･････････････････････再調達原価
　　ただし、道路、河川及び水路の敷地においては備忘価額1円としています。
　イ　昭和60年度以後に取得したもの
　　取得原価が判明しているもの････････････････取得原価
　　取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価
　　　ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額1円としています。
②　無形固定資産･･････････････････････････････原則として取得原価
　　ただし、取得原価が不明なものは、再調達原価としています。
　

(2)　有価証券等の評価基準及び評価方法

①　満期保有目的有価証券･･････････････････････償却原価法（定額法）
　　ただし、一部の連結対象団体においては、利息法によっています。
②　満期保有目的以外の有価証券
　ア　市場価格のあるもの･･････････････････････会計年度末における市場価格
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （売却原価は移動平均法により算定。）
　　　ただし、一部の連結対象団体においては、総平均法によっています。
　イ　市場価格のないもの･･････････････････････取得原価（又は償却原価法（定額法））
　　　ただし、一部の連結対象団体においては、利息法によっています。
③　出資金
　ア　市場価格のあるもの･･････････････････････会計年度末における市場価格
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （売却原価は移動平均法により算定）
　　　ただし、一部の連結対象団体においては、総平均法によっています。
　イ　市場価格のないもの･･････････････････････出資金額

(3)　棚卸資産の評価基準及び評価方法

①　原材料、商品等･････････先入先出法による原価法によっています。
②　販売用土地･････････････地方公共団体の財政の健全化に関する法律施行規則第4条第2項各号に掲げる方法

(4)　有形固定資産等の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法
　　　なお、主な耐用年数は以下のとおりです。
　　　　建物　　 22年～50年
　　　　工作物　 10年～60年
　　　　物品 　　 2年～15年
　　ただし、一部の連結対象団体については定率法によっています。
②　無形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法
　　（ソフトウェアについては、庁内における見込利用期間（５年）に基づく定額法によっています。）
③　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が1年以内のリース取引及びリース契約1件あたりの
リース料総額が300万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。）
　　　･･･････････自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法

(5)　引当金の計上基準及び算定方法

①　徴収不能引当金
　　未収金については、過去5年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上しています。
　　ただし、一部の連結対象団体においては、法人税法に規定する法定繰入率に基づく繰入限度額によっています。
　　長期延滞債権については、過去５年間の平均不納欠損率により（又は個別に改修可能性を検討し）、徴収不能見込額を計上
しています。
　　長期貸付金については、過去５年間の平均不納欠損率により（又は個別に改修可能性を検討し）、徴収不能見込額を計上し
ています。
②　退職手当引当金
　　期末自己都合要支給額を計上しています。
　　ただし、一部の連結対象団体においては、主として期末における退職給付債務及び年金資産の見込み額に基づき計上してい
ます。
③　損失補償等引当金
　　履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体の財政の健全化に関する法律に規定する将来負担比率
の算定に含めた将来負担額を計上しています。
④　賞与等引当金
　　翌年度６月支給予定の期末手当、勤勉手当等及びそれらに係る法定福利費相当額の見込額について、それぞれ本会計年度の
期間に対応する部分を計上しています。

注記
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(6)　リース取引の処理方法

①　ファイナンス・リース取引
　　通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。
②　オペレーティング・リース取引
　　通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

(7)　連結資金収支計算書における資金の範囲

　現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物をいいます。ただし、一般会計等においては、白河市財務規則において、歳
計現金等の保管方法として規定した預金等としています。）
　なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含んでいます。

(8)　採用した消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は、税込方式によっています。
　ただし、一部の連結対象会計については、税抜方式によっています。

2　重要な会計方針の変更等

(1)　会計処理の原則または手続の変更

該当事項はありません。

(2)　表示方法の変更

該当事項はありません。

(3)　連結資金収支計算書における資金の範囲の変更

該当事項はありません。

3　重要な後発事象

(1)　主要な業務の改廃

該当事項はありません。

(2)　組織・機構の大幅な変更

該当事項はありません。

(3)　地方財政制度の大幅な改正

該当事項はありません。

(4)　重大な災害等の発生

該当事項はありません。

4　偶発債務

(1)　保証債務及び損失補償債務負担の状況

当該事項はありません。

(2)　係争中の訴訟等

係争中の訴訟等で損害賠償等の請求を受けている主なものは次のとおりです。
①　白河簡裁令和2年（ハ）第116号
　　　損害賠償請求事件　0.3百万円
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5　追加情報（財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項）

(1)　連結対象団体について

会計名：土地造成事業特別会計　　　区分：公営事業会計
会計名：国民健康保険特別会計　　　区分：公営事業会計
会計名：後期高齢者医療特別会計　　区分：公営事業会計
会計名：介護保険特別会計　　　　　区分：公営事業会計
会計名：地方卸売市場特別会計　　　区分：公営事業会計
会計名：水道事業会計　　　　　　　区分：公営企業会計
会計名：工業用水道事業会計　　　　区分：公営企業会計
会計名：下水道事業会計　　　　　　区分：公営企業会計

(2)　出納整理期間について

　地方自治法第235条の5に基づき、出納整理期間を設けられている会計においては、出納整理期間における現金の受払い等を終
了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。
　なお、出納整理期間を設けていない会計と出納整理期間を設けている会計との間で、出納整理期間に現金の受払い等があった
場合は、現金の受払い等が終了したものとして調整しています。

(3)　表示金額単位

　百万円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。

6　追加情報（連結貸借対照表に係るもの）

(1)　売却可能資産

①　範囲
　　土地造成事業特別会計
②　内訳
　　事業用資産 　245百万円（153百万円）
　　　土地　 　　245百万円（153百万円）
　令和3年3月31日時点における売却可能価額を記載しています。
　売却可能価額は、地方公共団体の財政の健全化に関する法律における評価方法によっています。
　上記の（153百万円）は貸借対照表における簿価を記載しています。
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-62-



【様式第１号】

連結貸借対照表
（令和 3年 3月31日現在）

（単位：百万円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

固定資産 185,320 固定負債 86,381 

有形固定資産 175,347 地方債等 52,282 

事業用資産 64,761 長期未払金 5 

土地 21,992 退職手当引当金 3,722 

立木竹 273 損失補償等引当金 - 

建物 71,978 その他 30,372 

建物減価償却累計額 △ 35,903 流動負債 5,847 

工作物 8,953 １年内償還予定地方債等 4,505 

工作物減価償却累計額 △ 7,447 未払金 225 

船舶 - 未払費用 10 

船舶減価償却累計額 - 前受金 1 

浮標等 - 前受収益 - 

浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 395 

航空機 - 預り金 698 

航空機減価償却累計額 - その他 13 

その他 19 92,228 

その他減価償却累計額 △ 12 【純資産の部】

建設仮勘定 4,908 固定資産等形成分 189,962 

インフラ資産 106,906 余剰分（不足分） △ 79,660 

土地 15,795 他団体出資等分 - 

建物 9,393 

建物減価償却累計額 △ 5,502 

工作物 161,154 

工作物減価償却累計額 △ 76,169 

その他 - 

その他減価償却累計額 - 

建設仮勘定 2,234 

物品 8,145 

物品減価償却累計額 △ 4,465 

無形固定資産 1,933 

ソフトウェア 21 

その他 1,912 

投資その他の資産 8,040 

投資及び出資金 93 

有価証券 20 

出資金 73 

その他 - 

投資損失引当金 - 

長期延滞債権 349 

長期貸付金 291 

基金 7,325 

減債基金 - 

その他 7,325 

その他 7 

徴収不能引当金 △ 25 

流動資産 17,210 

現金預金 11,252 

未収金 1,226 

短期貸付金 52 

基金 4,590 

財政調整基金 3,585 

減債基金 1,004 

棚卸資産 19 

その他 72 

徴収不能引当金 0 

繰延資産 - 110,302 

202,530 202,530 資産合計

負債合計

純資産合計

負債及び純資産合計
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【様式第２号】

連結行政コスト計算書
自　令和 2年 4月 1日

至　令和 3年 3月31日

（単位：百万円）

金額

経常費用 55,715 

業務費用 21,310 

人件費 5,899 

職員給与費 4,626 

賞与等引当金繰入額 391 

退職手当引当金繰入額 165 

その他 717 

物件費等 14,055 

物件費 6,089 

維持補修費 818 

減価償却費 6,104 

その他 1,045 

その他の業務費用 1,355 

支払利息 543 

徴収不能引当金繰入額 6 

その他 807 

移転費用 34,406 

補助金等 30,265 

社会保障給付 3,903 

他会計への繰出金 234 

その他 4 

経常収益 3,502 

使用料及び手数料 2,296 

その他 1,205 

純経常行政コスト 52,214 

臨時損失 3,150 

災害復旧事業費 3,088 

資産除売却損 21 

投資損失引当金繰入額 - 

損失補償等引当金繰入額 - 

その他 41 

臨時利益 17 

資産売却益 0 

その他 17 

純行政コスト 55,347 

科目
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【様式第３号】

連結純資産変動計算書
自　令和 2年 4月 1日

至　令和 3年 3月31日

（単位：百万円）

固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

他団体出資等分

前年度末純資産残高 109,999 150,890 △ 40,890 0 

純行政コスト（△） △ 55,347 △ 55,347 0 

財源 54,619 54,619 0 

税収等 25,928 25,928 0 

国県等補助金 28,691 28,691 0 

本年度差額 △ 727 △ 727 0 

固定資産等の変動（内部変動） △ 194 194 

有形固定資産等の増加 6,318 △ 6,318 

有形固定資産等の減少 △ 6,249 6,249 

貸付金・基金等の増加 4,610 △ 4,610 

貸付金・基金等の減少 △ 4,873 4,873 

資産評価差額 0 0 

無償所管換等 56 56 

他団体出資等分の増加 - - 

他団体出資等分の減少 - - 

比例連結割合変更に伴う差額 32 23 9 

その他 942 39,187 △ 38,245 

本年度純資産変動額 302 39,072 △ 38,770 0 

本年度末純資産残高 110,302 189,962 △ 79,660 0 

科目 合計

-65-



【様式第４号】

連結資金収支計算書
自　令和 2年 4月 1日

至　令和 3年 3月31日

（単位：百万円）

金額

【業務活動収支】

業務支出 50,672 

業務費用支出 16,264 

人件費支出 5,980 

物件費等支出 7,896 

支払利息支出 304 

その他の支出 2,084 

移転費用支出 34,409 

補助金等支出 30,267 

社会保障給付支出 3,904 

他会計への繰出支出 234 

その他の支出 4 

業務収入 48,148 

税収等収入 25,667 

国県等補助金収入 18,993 

使用料及び手数料収入 2,295 

その他の収入 1,193 

臨時支出 3,088 

災害復旧事業費支出 3,088 

その他の支出 - 

臨時収入 8,913 

業務活動収支 3,301 

【投資活動収支】

投資活動支出 10,399 

公共施設等整備費支出 6,176 

基金積立金支出 4,026 

投資及び出資金支出 2 

貸付金支出 194 

その他の支出 - 

投資活動収入 6,879 

国県等補助金収入 2,439 

基金取崩収入 4,206 

貸付金元金回収収入 230 

資産売却収入 3 

その他の収入 - 

投資活動収支 △ 3,520 

【財務活動収支】

財務活動支出 5,268 

地方債等償還支出 5,268 

その他の支出 - 

財務活動収入 5,717 

地方債等発行収入 5,631 

その他の収入 86 

財務活動収支 449 

本年度資金収支額 231 

前年度末資金残高 10,766 

比例連結割合変更に伴う差額 10 

本年度末資金残高 11,007 

前年度末歳計外現金残高 274 

本年度歳計外現金増減額 △ 29 

本年度末歳計外現金残高 245 

本年度末現金預金残高 11,252 

科目
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1　重要な会計方針

(1)　有形固定資産等の評価基準及び評価方法

①　有形固定資産･･････････････････････････････取得原価
　　ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。
　ア　昭和59年度以前に取得したもの･････････････････････再調達原価
　　ただし、道路、河川及び水路の敷地においては備忘価額1円としています。
　イ　昭和60年度以後に取得したもの
　　取得原価が判明しているもの････････････････取得原価
　　取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価
　　　ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額1円としています。
②　無形固定資産･･････････････････････････････原則として取得原価
　　ただし、取得原価が不明なものは、再調達原価としています。
　なお、一部の連結対象団体においては、原則、取得原価としています。

(2)　有価証券等の評価基準及び評価方法

①　満期保有目的有価証券･･････････････････････償却原価法（定額法）
　　ただし、一部の連結対象団体においては、利息法によっています。
②　満期保有目的以外の有価証券
　ア　市場価格のあるもの･･････････････････････会計年度末における市場価格
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （売却原価は移動平均法により算定。）
　　　ただし、一部の連結対象団体においては、総平均法によっています。
　イ　市場価格のないもの･･････････････････････取得原価（又は償却原価法（定額法））
　　　ただし、一部の連結対象団体においては、利息法によっています。
③　出資金
　ア　市場価格のあるもの･･････････････････････会計年度末における市場価格
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （売却原価は移動平均法により算定）
　　　ただし、一部の連結対象団体においては、総平均法によっています。
　イ　市場価格のないもの･･････････････････････出資金額

(3)　棚卸資産の評価基準及び評価方法

①　原材料、商品等･････････先入先出法による低価法
　　ただし、一部の連結対象団体においては、最終仕入原価法によっています。
②　販売用土地･････････････地方公共団体の財政の健全化に関する法律施行規則第4条第2項各号に掲げる方法

(4)　有形固定資産等の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法
　　　なお、主な耐用年数は以下のとおりです。
　　　　建物　　 22年～50年
　　　　工作物　 10年～60年
　　　　物品 　　 2年～15年
　　ただし、一部の連結対象団体については定率法によっています。
②　無形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法
　　（ソフトウェアについては、庁内における見込利用期間（５年）に基づく定額法によっています。）
③　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が1年以内のリース取引及びリース契約1件あたりの
リース料総額が300万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。）
　　　･･･････････自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法

(5)　引当金の計上基準及び算定方法

①　徴収不能引当金
　　未収金については、過去5年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上しています。
　　ただし、一部の連結対象団体においては、法人税法に規定する法定繰入率に基づく繰入限度額によっています。
　　長期延滞債権については、過去５年間の平均不納欠損率により（又は個別に改修可能性を検討し）、徴収不能見込額を計上
しています。
　　長期貸付金については、過去５年間の平均不納欠損率により（又は個別に改修可能性を検討し）、徴収不能見込額を計上し
ています。
②　退職手当引当金
　　期末自己都合要支給額を計上しています。
　　ただし、一部の連結対象団体においては、主として期末における退職給付債務及び年金資産の見込み額に基づき計上してい
ます。
③　損失補償等引当金
　　履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体の財政の健全化に関する法律に規定する将来負担比率
の算定に含めた将来負担額を計上しています。
④　賞与等引当金
　　翌年度６月支給予定の期末手当、勤勉手当等及びそれらに係る法定福利費相当額の見込額について、それぞれ本会計年度の
期間に対応する部分を計上しています。

注記
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(6)　リース取引の処理方法

①　ファイナンス・リース取引
　　通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。
②　オペレーティング・リース取引
　　通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

(7)　連結資金収支計算書における資金の範囲

　現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物をいいます。ただし、一般会計等においては、白河市財務規則において、歳
計現金等の保管方法として規定した預金等としています。）
　なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含んでいます。

(8)　採用した消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は、税込方式によっています。
　ただし、一部の連結対象団体（会計）については、税抜方式によっています。

2　重要な会計方針の変更等

(1)　会計処理の原則または手続の変更

当該事項はありません。

(2)　表示方法の変更

当該事項はありません。

(3)　連結資金収支計算書における資金の範囲の変更

当該事項はありません。

3　重要な後発事象

(1)　主要な業務の改廃

当該事項はありません。

(2)　組織・機構の大幅な変更

当該事項はありません。

(3)　地方財政制度の大幅な改正

当該事項はありません。

(4)　重大な災害等の発生

当該事項はありません。

4　偶発債務

(1)　保証債務及び損失補償債務負担の状況

当該事項はありません。

(2)　係争中の訴訟等

係争中の訴訟等で損害賠償等の請求を受けている主なものは次のとおりです。
①　白河簡裁　令和2年（ハ）第116号
　　　損害賠償請求事件　0.3百万円
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5　追加情報（財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項）

(1)　連結対象団体について

団体（会計）名：土地造成事業特別会計　　　　　区分：地方公営事業会計　　連結の方法：全部連結
団体（会計）名：国民健康保険特別会計　　　　　区分：地方公営事業会計　　連結の方法：全部連結
団体（会計）名：後期高齢者医療特別会計　　　　区分：地方公営事業会計　　連結の方法：全部連結
団体（会計）名：介護保険特別会計　　　　　　　区分：地方公営事業会計　　連結の方法：全部連結
団体（会計）名：地方卸売市場特別会計　　　　　区分：地方公営事業会計　　連結の方法：全部連結
団体（会計）名：水道事業会計　　　　　　　　　区分：地方公営企業会計　　連結の方法：全部連結
団体（会計）名：工業用水道事業会計　　　　　　区分：地方公営企業会計　　連結の方法：全部連結
団体（会計）名：下水道事業会計　　　　　　　　区分：地方公営企業会計　　連結の方法：全部連結
団体（会計）名：福島県市町村総合事務組合　　　区分：一部事務組合　　　　連結の方法：比例連結
比例連結割合：消防補償等特別会計　3.57％　　　　　　　　消防賞じゅつ金特別会計　4.72％
　　　　　　　非常勤職員公務員災害補償特別会計　3.94％
団体（会計）名：福島県市民交通災害共済組合　　区分：一部事務組合　　　　連結の方法：比例連結
比例連結割合：3.98％
団体（会計）名：白河地方広域市町村圏整備組合　区分：一部事務組合　　　　連結の方法：比例連結
比例連結割合：総務管理費　36.60％　　第二次救急医療運営費　37.62％　情報管理費　44.20％
　　　　　　　徴税費　20.75％　　　　介護認定審査費経費　36.30％　　障害認定審査費経費　51.47％
　　　　　　　ごみ処理　57.97％　　　し尿処理　57.50％　　　　　　　常備消防費　38.32％
　　　　　　　公営企業会計　31.91％
団体（会計）名：福島県後期高齢者医療広域連合　区分：広域連合　　　　　　連結の方法：比例連結
比例連結割合：2.91％
団体（会計）名：白河地方土地開発公社　　　　　区分：地方三公社　　　　　連結の方法：比例連結
比例連結割合：39.00％
団体（会計）名：公益財団法人白河観光物産協会　区分：第三セクター等　　　連結の方法：全部連結
団体（会計）名：株式会社ひがし振興公社　　　　区分：第三セクター等　　　連結の方法：全部連結
団体（会計）名：一般社団法人産業サポート白河　区分：第三セクター等　　　連結の方法：比例連結
比例連結割合：34.09％

①　地方公営企業会計は、すべて全部連結の対象としています。
②　一部事務組合・広域連合は、各構成団体の経費負担割合等に基づき比例連結の対象としています。
③　地方独立行政法人は、すべて全部連結の対象としています。
④　地方三公社は、出資割合、活動実態等に応じて比例連結の対象としています。
⑤　第三セクター等は、出資割合等が50％を超える団体（出資割合等が50％以下であっても業務運営に実質的に主導的な立場を
確保している団体を含みます。）は、全部連結の対象としています。また、いずれの地方公共団体にとっても全部連結の対象と
ならない第三セクター等については、出資割合等や活動実績等に応じて、比例連結の対象としています。ただし、出資割合が
25％未満であって、損失補償を付している等の重要性がない場合は、比例連結の対象としていない場合があります。(2)　出納整理期間について

　地方自治法第235条の5に基づき、出納整理期間を設けられている団体（会計）においては、出納整理期間における現金の受払
い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。
　なお、出納整理期間を設けていない団体（会計）と出納整理期間を設けている団体（会計）との間で、出納整理期間に現金の
受払い等があった場合は、現金の受払い等が終了したものとして調整しています。

(3)　表示金額単位

　百万円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。

(4)　その他連結財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項

6　追加情報（連結貸借対照表に係るもの）

(1)　売却可能資産

①　範囲
　　土地造成特別会計
②　内訳
　　事業用資産 　245百万円（ 153百万円）
　　　土地　 　　245百万円（ 153百万円）
　　　　令和3年3月31日時点における売却可能価額を記載しています。
　売却可能価額は、地方公共団体の財政の健全化に関する法律における評価方法によっています。
　上記の（153百万円）は貸借対照表における簿価を記載しています。
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